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第 1章 序 論 

 

1-1 研究の背景 

  

環太平洋造山帯上に位置する我が国では、現在まで多くの地震が発生してお

り、それらの地震に起因して大規模な地盤変状が発生してきた。2016 年 4 月に

発生した熊本地震は、布田川断層、日奈久断層の活動に起因する内陸型地震で

あるが、地表に断層が出現し、さらには南阿蘇村を中心に大規模な斜面崩壊が

生じた。2018 年 9 月に発生した北海道胆振東部地震では、厚真町で広範囲にわ

たり斜面崩壊が生じた他に、札幌市清田区では大規模な液状化が発生した。こ

のように地震により様々な地盤変状が発生し、その都度人々の生活に大きな影

響を及ぼしてきた。また、近年の気候変動により局所的な集中降雨や台風によ

る大規模降雨の頻度が高まっており、それらの降雨に起因して、斜面崩壊や盛

土崩壊といった地盤災害が頻発している。2018 年 7月に発生した平成 30年 7月

豪雨や、2019 年 10 月に発生した台風 19 号による豪雨により、多くの地盤災害

が生じたことは記憶に新しい。 

地中に埋設されたライフラインは周辺地盤の挙動に大きな影響を受けるため、

地盤変状に伴い大きな被害を受けてきた。水道管も例外ではなく、大規模な地

盤変状により管体の破断や漏水といった被害が発生したことが多く報告されて

いる。一方で、耐震継手ダクタイル鉄管は外力を継手部の伸縮または屈曲で吸

収し、さらには離脱防止性能を有することから、大規模な地盤変状を受けても

管路機能を維持した実績がある 1) 2)
 。ただし、地盤変状が発生した地点に耐震

継手ダクタイル鉄管が埋設されていた事例は限られるため、大規模な地盤変状

を受けた耐震継手ダクタイル鉄管の挙動に関して、明らかでない点も数多い。 

地盤変状は、これまで発生要因や発生地点の地形的特徴により液状化や盛土

崩壊といったタイプ別に分類され、埋設された水道管の地盤変状対策も地盤変

状のタイプ別に異なる対策が実施されてきた 3) 。耐震継手ダクタイル鉄管であ

ればどういった外力を受けても複数の継手が伸縮、屈曲して外力を吸収するこ

とに変わりはないことが、液状化や盛土崩壊を受けた管路の挙動調査 1)
 
2)や断層

変位を受けた管路の挙動確認実験 4) により確認されている。そのため、異なる

タイプの地盤変状を受けても管路挙動は同様の傾向となる可能性が高い。仮に

管路挙動が同様の傾向となることが明確となれば、耐震継手ダクタイル鉄管を

用いた地盤変状対策を統一的に扱うことが可能となり、より効率的に対策を実

施できるものと期待できる。このように、地盤変状をタイプ別に分類せずに埋
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設された耐震継手ダクタイル鉄管の挙動を基に比較検討した研究は、未だに実

施されていない。 

異なるタイプの地盤変状を比較検討するにあたり、過去に発生した地盤変状

事例であれば、多くの事例で地盤変位等の地盤変状に関する数値データが記録

されている。また、管路の挙動検証のための一つの有効な方法である数値解析

であれば、管路モデルに地盤変状データを与えることで、地盤変状を受けた管

路の挙動を予測することが可能となる。 

そこで本研究では、地盤変状が発生した地点に耐震継手ダクタイル鉄管が埋

設されていたものと想定して、地盤変状を受けた管路挙動を数値解析により予

測した。その上で、それらの予測結果を分析することで、従来は異なるタイプ

として分類される地盤変状事例を同一の分類で扱うことが可能か検討した。 

 

1-2 既往の研究 

 

 地震や大規模降雨に起因して発生した地盤変状に関する研究、および地盤変

状を受けたダクタイル鉄管の挙動に関する研究は、数多く実施されてきた。こ

こでは、以下 3つの項目ごとに説明する。 

 

○地盤変状調査および地盤変状メカニズムの検討 

○地盤変状と管路挙動との関係性分析および地盤変状を受けた管路挙動メカニ

ズムの検討 

○管路の地盤変状対策 

 

 地盤変状調査および地盤変状メカニズムの検討に関する研究として、以下の

研究が実施されてきた。液状化に関して、濱田ら 5)は 1995 年兵庫県南部地震時

に大規模な地盤変状が発生した地域での地盤変位量を航空写真測量により計測

し、液状化による地盤変状の図化を実施した。また、液状化メカニズムの検証

として、濱田ら 6)は既往地震における事例分析や模型地盤による流動実験等の結

果を基に、液状化による地盤の水平変位発生メカニズムを検討した。断層変位

に関して、石村ら 7)は 2014 年長野県神城断層地震時に地表に出現した断層変位

を詳細に計測し、考察を加えている。盛土崩壊に関して、藤岡ら 8)は平坦地盤で

比較的規模の大きい盛土崩壊の発生要因について分析し、過剰間隙水圧が上昇

しやすい盛土材料を用いた場合における大規模な盛土崩壊に至るメカニズムを

明らかにした。また、土木学会や地盤工学会から発行された地震被害調査報告
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書 9)では、大規模な地盤変状の状況や数値データが記録されている。 

地盤変状と管路挙動との関係性分析および地盤変状を受けた管路挙動メカニ

ズムの検討に関する研究として、以下の研究が挙げられる。液状化に関して、

三浦ら 1)は兵庫県南部地震後に神戸市のポートアイランドに埋設されていた耐

震継手ダクタイル鉄管の継手伸縮量を管内カメラにより計測し、管路が液状化

による地盤変状を受けても継手の離脱防止機構が働き、管路に被害が生じなか

ったことを確認した。安田ら 10)は、2011 年東北地方太平洋沖地震時に千葉県浦

安市内で液状化による被害を受けた水道管埋設位置を対象に、航空写真や表面

波探査等を用いて地盤モデルを作成して 2 次元地震応答解析を実施し、水平方

向の地盤ひずみを求めることで非耐震のダクタイル鉄管の被災メカニズムを検

討した。断層変位に関して、金子ら 4)は、断層変位を受けた耐震継手ダクタイル

鉄管がどのように挙動するか明らかにするために、土槽実験および解析により

耐震継手ダクタイル鉄管の挙動を検証した。盛土崩壊に関して、三原ら 2)は平

成 30年 7月豪雨に起因した道路盛土崩壊により耐震継手ダクタイル鉄管が露出

した現場での管路状況を調査し、露出した状況を模擬した継手性能試験より、

継手の健全性を確認した。 

 管路の地盤変状対策に関する研究として、以下の研究が挙げられる。液状化

に関して、日本ダクタイル鉄管協会 11)は管路と構造物との取り合い部において

耐震継手ダクタイル鉄管で構成された管路に継ぎ輪を組み合わせることで、液

状化による地盤変状に追従し地盤変状対策として有効であることを、土槽実験

により明らかにした。断層変位に関して、小田ら 12)は、土槽実験により数値解

析の妥当性を確認した上で、大口径の耐震継手ダクタイル鉄管を大きな断層変

位が想定される断層横断部に配管する場合には、通常の継手よりも伸縮性能が

優れる長尺継ぎ輪を断層の両側に配置することで管路の健全性を確保できるこ

とを数値解析により明らかにした。 

これらの研究は、地盤変状を受けた管路の健全性を確保するための知見とし

て非常に有益な研究であり、研究成果を組み合わせることで効果的な管路の地

盤変状対策が可能と考えられるが、いずれの研究も個々の地盤変状タイプに特

化した研究であるため、タイプが異なる地盤変状相互間の関係性については明

らかとはなっていない。また、耐震継手ダクタイル鉄管は複数の継手が伸縮、

または屈曲することで地盤変状に追従するため、管路がどの程度の範囲で挙動

したか検証することが管路の地盤変状対策を実施する上では重要であるが、管

路の挙動範囲に着目した研究は数少ない。よって本研究では、管路の挙動範囲

に着目して、異なるタイプとして分類される地盤変状を同一の分類で扱うこと
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が可能か検討することで、耐震継手ダクタイル鉄管を用いたより効果的な地盤

変状対策の提案に貢献できるものと期待できる。図 1-1に、管路の地盤変状対策

に至る従来の検討フローおよび本研究の検討フローを示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1-1 管路の地盤変状対策に至る検討フローの比較 
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1-3 危機耐性に基づく地盤変状を受けた耐震継手ダクタイル鉄管の

挙動検証 

 

 2011 年東北地方太平洋沖地震の地震規模は、日本の観測史上最大となるモー

メントマグニチュード 9.0 であった。また、2016 年熊本地震では、気象庁の震

度階級で最も大きい震度 7を観測する地震動が短期間のうちに 2回発生した。 

このように、今までの耐震設計では考慮できていなかった現象が高頻度で発生

している。近年、経験したことのない現象に対し、構造物が最低限の機能を維

持できるように備える考え方が土木学会より提案されている。この概念は「危

機耐性」と定義され、現在改訂中の水道施設耐震工法指針でも重要なキーワー

ドとして取り上げられている。 

 本研究で対象としている地盤変状を受けた耐震継手ダクタイル鉄管の挙動に

関しては、管路が 1 回のみならず複数回の地盤変状を受けた事例は今まで報告

されていなかったため、複数回の地盤変状を受けた管路挙動について未だに明

らかとはなっていない。そのため、複数回の地盤変状を受けた管路がどのよう

に挙動するかあらかじめ把握しておくことも危機耐性に基づいた管路の地盤変

状対策の 1 つといえる。そこで本研究では、耐震継手ダクタイル鉄管で構成さ

れた管路モデルに複数回の地盤変状を与えて管路挙動解析を実施し、複数回の

地盤変状を受けた管路挙動を検証することとした。 

 

1-4 研究内容と構成 

 

本研究では、地盤変状発生地点に耐震継手ダクタイル鉄管が埋設されていた

ものと想定して、大規模な地盤変状を受けた管路挙動を数値解析により予測し、

それらの予測結果を分析することで、従来は異なるタイプとして分類される地

盤変状事例を同一の分類で扱うことが可能か検討した。さらに、特別な地盤変

状対策が必要な場合を対象に、得られた知見を活用した対策方法を提案し、方

法の有効性を確認した。 

本論文の構成は、以下に示す通りである。 

 

第 1章   序 論  

第 2章   液状化による地盤変状を受けた管路の挙動解析 

第 3章   断層による地盤変状を受けた管路の挙動解析 

第 4章   盛土崩壊による地盤変状を受けた管路の挙動解析 
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第 5章   国内で発生した地盤変状が耐震継手ダクタイル鉄管に及ぼす影響分析 

第 6章   結 論 

 

以下に、本論文の構成を示す。本研究で対象とした地盤変状は、液状化、断

層、盛土崩壊に起因するものである。 

 第 2 章では、液状化に起因する地盤変状を受けた管路挙動解析方法について

説明した上で、1995 年兵庫県南部地震で発生した液状化により継手の抜けが生

じた非耐震のダクタイル鉄管の挙動を解析で再現することで、方法の妥当性を

確認した。さらに、危機耐性に基づく管路の地盤変状対策の一環として、非耐

震のダクタイル鉄管が埋設されていた位置に耐震継手ダクタイル鉄管が埋設さ

れていたものと想定して、液状化による地盤変状を複数回与えて管路の挙動解

析を実施し、複数回の地盤変状を受けて管路がどのように挙動するか検証した。 

 第 3 章では、断層に起因する地盤変状を受けた管路挙動解析方法について説

明した上で、金子ら 4)により実施された断層変位を受けた耐震継手ダクタイル鉄

管の挙動確認実験の結果を解析で再現することで、解析方法の妥当性を確認し

た。また 2 章と同じく、危機耐性に基づく管路の地盤変状対策の一環として、

耐震継手ダクタイル鉄管に対して断層による地盤変状を複数回与えて管路の挙

動解析を実施し、複数回の地盤変状を受けて管路がどのように挙動するか検証

した。 

第 4 章では、盛土崩壊に起因する地盤変状を受けた管路挙動解析方法につい

て説明した上で、2004 年の台風 21号に起因する盛土崩壊により耐震継手ダクタ

イル鉄管が露出した事例を対象に、盛土崩壊を受けた管路挙動の計測結果を解

析で再現することで、解析方法の妥当性を確認した。管路周辺の地盤は、盛土

崩壊に伴い剛性が低下すると考えられる。そこで本研究では、土質試験の結果 13)

を引用して地盤の剛性低下を考慮するための方法を検討した。 

 第 5 章では、国内で記録された大規模な地盤変状事例を対象に、地盤変状発

生地点に耐震継手ダクタイル鉄管が埋設されていたものと想定して、地盤変状

を受けた管路挙動を数値解析により予測した。それらの予測結果を分析するこ

とで、従来は異なるタイプとして分類される地盤変状事例を同一の分類で扱う

ことが可能か検討した。さらに、管路挙動を示す項目である軸力、継手屈曲角、

軸方向応力いずれかが許容値を超えた事例を対象に、得られた知見を活用した

地盤変状対策を提案し、その有効性を確認した。 

 図 1-2に、本研究のフローを示す。 
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第 2 章 液状化による地盤変状を受けた管路の挙動解析 
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第 2章 液状化による地盤変状を受けた管路の挙動解析 

 

2-1 はじめに 

 

本章では、液状化に起因する地盤変状を受けた管路の挙動解析方法について

述べた上で、1995 年の兵庫県南部地震時に発生した液状化による非耐震のダク

タイル鉄管の被害状況と解析による再現結果を比較することで、解析方法の妥

当性を確認した。 

 

2-2 解析モデル 

 

本節では、解析モデルについて述べる。埋設されたダクタイル鉄管の挙動を

解析する場合には、複数継手の挙動を再現するため、管体をはり要素、継手や

管路周辺地盤をばね要素でモデル化したはり-ばねモデルを用いる。図 2-1 に解

析モデルを示す。管体ははり要素でモデル化し、管同士を継手ばね要素で接続

した。また、管路周辺の地盤はばね要素でモデル化し、管と地盤質点とをばね

要素で接続した。その上で、地盤質点に計測された地盤変位を与えて管路挙動

を解析した。なお、解析は汎用構造解析ソフト ANSYS  Mechanical を用いて実

施した。 

   

 

 

 

 

 

 

 

2-3 管路モデル 

 

 本研究で対象とする耐震継手ダクタイル鉄管は、図 2-2 に示す通り管体部と

継手部で構成される。地盤変状により発生した外力が管路に作用した場合、主

に継手の伸縮や屈曲により外力を吸収することが特徴である。 

 

 

図 2-1 解析モデル 

 

管（はり要素） 

 

地盤（ばね要素・図 2-7 参照） 

 

継手（ばね要素・図 2-5 参照） 

 

地盤質点 
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2-3-1 管体部 

 

表 2-1 に管体部の材料特性を示す 1) 。本研究では、管体の材料特性を線形材

料とした。 

 

2-3-2 継手部 

 

 継手管の一例として、図 2-3に主に開削工法での配管に用いられる耐震継手ダ

クタイル鉄管 NS 形の継手構造を示す。耐震継手ダクタイル鉄管は図 2-4に示す

通り、管路に作用する外力を継手の伸縮や屈曲で吸収する構造を有する。さら

に、大きな引抜き力や曲げモーメントが継手に作用した場合、ロックリングと

挿し口突部がかかりあい継手の離脱を防止するため、3D kN（D：呼び径（mm））2)

の引抜き力や大きな曲げモーメントに耐えることが可能となる。 

図 2-5に、継手モデルの概要を示す。継手の挙動を表現するために、ばね要素

を管軸方向、せん断方向、回転方向にそれぞれモデル化した。 

 図 2-6 に、耐震継手ダクタイル鉄管の継手ばね特性を示す。継手ばね特性は、

継手性能試験等 3)に基づき設定した。管軸方向、回転方向においては、継手が伸

縮、屈曲することで外力を吸収する領域の継手ばね定数を、それぞれ Sa1、Sc1

とした。一方で、管軸方向、せん断方向、回転方向において、金属同士が接触

して外力に耐え、隣り合う継手が次々と伸縮、屈曲して外力を吸収する領域の

継手ばね定数を、それぞれ Sa2、Sb、Sc2 とした。管軸方向、回転方向においては、2

つの領域の境界となる継手変位や継手屈曲角を、それぞれ δa、δc とした。 

ヤング率　E ポアソン比　ν

1.6×10
5
 N/mm

2 0.28

表 2-1 管の材料特性 

 

図 2-3 NS 形の継手構造 

 

挿し口 受口 ゴム輪 ロックリング 

挿し口突部 

図 2-2 耐震継手ダクタイル鉄管で構成された管路模式図 

 

・・・ ・・・ 

継手部 管体部 
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2-4 地盤モデル 

 

図 2-7に、本研究で用いた地盤モデルの概要を示す。管路周辺地盤をばね要素

でモデル化し、管軸方向および管軸直交方向それぞれで管路と地盤質点とをば

ね要素で接続した。 

図 2-5 継手モデル 

 

管軸方向ばね 

せん断方向ばね 

回転方向ばね 

 

(c) 継手が屈曲した場合 

図 2-4 NS 形の継手挙動 

 

(a) 継手が伸びきった場合 

(b) 継手が縮みきった場合 

図 2-6 耐震継手ダクタイル鉄管の継手ばね特性 
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2-4-1 地盤特性の設定方法 

 

 地盤変状発生地点は砂地盤であると想定すると、後述する地盤ばね特性の設

定においては、土の単位体積重量、土の内部摩擦角、砂の相対密度といった地

盤特性値が必要となる。本研究では、地盤変状発生地点それぞれで N 値を求め

た上で、表 2-2 に示す N 値と単位体積重量、内部摩擦角、相対密度との関係か

ら 4)～7)、地盤ばね特性の設定に必要な値を決定することとした。 

N 値を求めるにあたり、それぞれの発生地点で地盤調査により N 値を計測す

ることが望ましいが、本研究で解析対象とする地点は数多く存在するため、全

ての地点で地盤のN値を計測することは困難である。そこで、全国を対象に 250m

のメッシュ区画で微地形を分類した微地形区分 8)ごとに、ボーリングデータを用

いて N 値を推定することとした。 

図 2-8 に、N 値の推定フローを示す。最初に、国土地盤情報検索サイト

「Kuniziban」9)より沖縄県を除く 46 都道府県を対象にボーリングデータを抽出

し、それぞれのデータを抽出した地点に対応する微地形区分ごとに分類するこ

とで、データセットを作成した。ここで、埋設管の土被り（地表面から埋設管

頂部までの距離）は他の埋設物との位置関係や埋設条件により一様ではないが、

一般的には開削工法であれば 1.2m とすることが多いため、本研究では土被り

1.2m の位置での N 値を抽出した。次に、作成したデータセットよりデータのば

らつきが考慮された N 値を推定するため、微地形区分ごとにデータ標本集団の

平均値の信頼区間を求めた。信頼区間を95%とした場合、信頼区間の最小値VMIN、

最大値 VMAX は、式(2-1)、(2-2)より算出される。 

 

2

MIN A

s
V x t

n
                      (2-1) 

図 2-7 地盤モデル 

 

 

管軸直交水平方向ばね 

 
管軸直交鉛直方向ばね 

 

管軸方向ばね 

 

地盤質点 

 

地盤質点 

 

地盤質点 

 

管路 
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2

+MAX A

s
V x t

n
                       (2-2) 

 

 xA はデータの平均値、t は 95%信頼区間における t 値、s
2 は不偏分散、n は標

本数である。表 2-3 に微地形区分ごとに N 値の平均値、および平均値の信頼区

間最小値、最大値を示す。対象とした微地形区分は、表 2-3 に示す 19 種類であ

る。地盤変状を受けた管路挙動の計測値または実験値と解析値とを比較するこ

とで管路挙動解析方法の妥当性を確認する場合には、N 値は平均値を使用した。

一方で、管路が埋設されていなかった地盤変状発生地点に仮に耐震継手ダクタ

イル鉄管が埋設されていたものと想定して管路挙動解析を実施する場合には、

管路に作用する外力が想定される範囲内で最大のものと考えて、管路にとって

厳しい条件で管路挙動を予測することとした。そのため、N 値は信頼区間最大値

を使用した。表 2-4 に、微地形区分ごとに求めた N 値より換算した、土の単位

体積重量、内部摩擦角、砂の相対密度を微地形区分ごとに示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 図 2-8 N 値の推定フロー 

 

STEP1：沖縄県を除く 46 都道府県を対象にボーリングデータを収集 

STEP2：収集したボーリングデータを微地形区分ごとに分類 

STEP3：分類したボーリングデータから土被り 1.2m での N値を抽出 

STEP4：抽出した N 値の標本集団よりデータの信頼区間を算出 

STEP5：算出した信頼区間を基に微地形区分ごとに N値を推定 

地盤の状態 N値 単位体積重量（kN/m
3） 内部摩擦角（°） 相対密度（%）

ゆるい 4～10 14～18 30～35 20～40

中位の 10～30 17～20 35～40 40～60

表 2-2 地盤特性値の関係 
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単位体積重量 内部摩擦角 相対密度 単位体積重量 内部摩擦角 相対密度

（kN/m
3） （°） （%） （kN/m

3） （°） （%）

山地 15 17.8 36.3 45 16 17.9 36.5 46

山麗地 14 17.6 36.0 44 17 18.1 36.8 47

丘陵 11 17.2 35.3 41 13 17.5 35.8 43

火山地 16 17.9 36.5 46 21 18.7 37.8 51

火山山麗地 13 17.5 35.8 43 15 17.8 36.3 45

火山性丘陵 8 16.7 33.3 33 10 17 35 40

砂礫質台地 13 17.5 35.8 43 14 17.6 36 44

ローム台地 6 15.3 31.7 27 8 16.7 33.3 33

谷底低地 12 17.3 35.5 42 13 17.5 35.8 43

扇状地 13 17.5 35.8 43 15 17.8 36.3 45

自然堤防 7 16.0 32.5 30 9 17.3 34.2 37

後背湿地 7 16.0 32.5 30 8 16.7 33.3 33

旧河道 7 16.0 32.5 30 9 17.3 34.2 37

三角州・海岸低地 7 16.0 32.5 30 7 16 32.5 30

砂州・砂礫洲 10 17.0 35.0 40 12 17.3 35.5 42

砂丘 9 17.3 34.2 37 11 17.2 35.3 41

砂州・砂丘間低地 11 17.2 35.3 41 24 19.1 38.5 54

干拓地 7 16.0 32.5 30 8 16.7 33.3 33

埋立地 10 17.0 35.0 40 12 17.3 35.5 42

N値

N値の平均値を利用する場合

微地形区分

N値の信頼区間最大値を利用する場合

N値

表 2-4 微地形区分ごとの地盤特性値一覧 

 

表 2-3 微地形区分ごとの N値 

 微地形区分 標本数 不偏分散 信頼区間最小値 平均値 信頼区間最大値

山地 900 226 14 15 16

山麗地 80 224 11 14 17

丘陵 502 159 10 11 13

火山地 47 254 12 16 21

火山山麗地 200 193 11 13 15

火山性丘陵 92 87 6 8 10

砂礫質台地 631 178 12 13 14

ローム台地 187 72 5 6 8

谷底低地 705 195 11 12 13

扇状地 492 191 12 13 15

自然堤防 238 93 6 7 9

後背湿地 685 92 6 7 8

旧河道 94 59 6 7 9

三角州・海岸低地 522 70 6 7 7

砂州・砂礫洲 128 80 8 10 12

砂丘 87 63 8 9 11

砂州・砂丘間低地 7 312 -3 11 24

干拓地 133 76 5 7 8

埋立地 187 123 8 10 12



 - 18 - 

2-4-2 地盤ばね特性  

 

地盤をばね要素でモデル化するために、本研究ではアメリカライフライン協

定（以降 ALA と記す）10)で提案された式を使用して地盤ばね特性を設定した。

図 2-9に、地盤ばね特性を管軸方向、管軸直交方向それぞれで示す。管軸方向の

単位長さあたりの地盤ばね定数 Kg1 を式(2-3)で、管軸直交方向の単位長さあたり

の地盤ばね定数 Kg2 を式(2-6)で算出した。なお、ここで算出した地盤ばね定数は

地盤の剛性を示すものである。  

1 1 1/gK F                            (2-3) 

 f
K

D
D

HF t tan
2

1
'

2
0

1










         (2-4) 

 
1

'
1
s

t t

s

G

G w
 





                    (2-5) 

2 2 2/gK F                            (2-6) 

2 '
2

qh t

D
F H N D

 
  
 

           (2-7) 

      2 lsC H D      （緩い砂の状態）     (2-8) 

 2 msC H D     （中位の砂の状態）     (2-9) 

F1 は管軸方向における単位長さあたりの摩擦力最大値であり、F2 は管軸直交

方向における単位長さあたりの地盤反力最大値である。δ1、δ2 は管軸方向、管軸

直交方向における地盤に対して管路が滑り出す相対変位である。 

管軸方向の相対変位 δ1 に関して、参考文献 10)より解析対象位置の砂が密な状

態である場合には δ1= 2.54mm、緩い状態である場合には δ1 = 5.08mm と設定した。

そのため、解析対象地点の砂が中位の状態である場合には、δ1 を両者の中間値

である 3.81mm とした。一方で、参考文献 11)より管軸直交方向の相対変位 δ2 を

式(2-8)、(2-9)で算出した。Cls、Cms はそれぞれ砂が緩い状態である場合、中位の

状態である場合における係数である。Cls は 0.07～1 の範囲で、Cmsは 0.03～0.05

の範囲で設定されているが、本報ではそれぞれ中央値を使用したため、Cls=0.085、

Cms=0.04 とした。H は土被り、D は管外径である。γt’は土の有効単位体積重量、

K0 は静止土圧係数である。参考文献 12)より、K0 を 1 とした。f は管の外面塗装

に関する係数、は土の内部摩擦角である。 f は 0.6～1 の範囲で設定されてい

るが 12) 、本報では管路に大きな負荷がかかる場合を想定して、f を 1 とした。 Gs
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は土粒子の比重、w は土の含水比、γt は土の単位体積重量である。Gs は代表値と

して用いられる 2.65
13) 、w は砂質土の代表値として用いられる 20% 

14)とした。

また、Nqh は土被りや管外径、土の内部摩擦角から決定される係数である。 

本研究では、管路埋設深さより深い層が液状化することで、管路は大きな地

盤変状を受けるが管路周辺の地盤は液状化しないものと想定したため、液状化

に伴う管路周辺地盤の剛性低下を解析では考慮しないものとした。また、地盤

変位そのものを使用して管路の挙動を検証したため、地震時における地盤のせ

ん断ひずみによる管路周辺地盤の剛性低下も考慮しないものとした。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2-5 液状化を受けた管路挙動解析方法の妥当性確認 

 

2-5-1 確認方法 

 

（1）対象位置 

本節では、1995 年に発生した兵庫県南部地震において、液状化の被害が著し

かった地区での非耐震のダクタイル鉄管の被害状況を本研究で用いる解析方法

で再現できるか検討することで、解析方法の妥当性を確認した。 

図 2-10 に、兵庫県南部地震発生後に神戸市内で地盤変位が計測された地域を

示す。航空写真測量により、沿岸部や埋立地を中心に地盤変位が計測された 15)。

また、地震後には水道管の被害調査が実施された 16)。図 2-11に、神戸市におけ

る水道管の管種別被害図を示す。図 2-11 より、沿岸部や埋立地で多数の水道管

に被害が発生したことが確認できる。 

解析対象位置の選定では、まず直線管路で多くの継手に抜けが生じた神戸市

のポートアイランドに着目した。次に、管路が直線上に埋設されており、かつ

継手の抜けが発生した位置を抽出し、位置 A～F とした。なお、兵庫県南部地震

では液状化現象が発生した地域において、護岸から 100m 以内の領域では護岸の

単
位
長
さ
あ
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の

管
軸
方
向
摩
擦
力

単
位
長
さ
あ
た
り
の

管
軸
直
交
方
向
地
盤
反
力

図 2-9 地盤ばね特性 

 

管軸方向地盤ばね特性 

 

管軸直交方向地盤ばね特性 
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移動による側方流動の影響が大きかったことが確認されている 17)。本研究では、

液状化そのものに起因する地盤変状を受けた管路の挙動を検証するため、護岸

から 100m 以上離れた人工島内陸部を対象とした。 

図 2-12 に抽出した位置を、区間長、地盤変位計測数、継手の抜け発生数と併

せて示す。図 2-12より、位置 A では地盤変位計測値や継手の抜けに関する情報

が複数得られることが確認できる。以上より、位置 A であれば継手の抜けが生

じた範囲と生じなかった範囲を解析で求めることで実際の継手状況との比較が

可能と考えられることから、位置 A を解析対象位置として解析対象区間は 800m

と設定した。なお、解析対象位置の微地形区分は「埋立地」であった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2-10 兵庫県南部地震後に神戸市内で地盤変位が計測された位置 

 

地盤変位計測地域 

N 

ポートアイランド 

図 2-11 兵庫県南部地震時の神戸市における水道管被害図 

 

ポートアイランド 

N 
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(2) 対象継手 

解析対象位置では、呼び径 200 A 形、K 形、T 形継手のいずれかで構成された

ダクタイル鉄管の継手管が埋設されていたことが記録されているが、継手の種

類を特定する情報は得られなかった。 

ここで、水道技術研究センターで確立された、液状化の情報を有しており、

かつ液状化の可能性ありの場合の管路被害予測式 18)より、対象継手を選定する

こととした。図 2-13 に、管路被害予測式を示す。本式は、地震による管路被害

データを基に確立されたもので、被害データには継手の抜けが含まれている。 K

形継手は A 形継手、T 形継手と比較して、予測式で用いる管種・継手補正係数

CP が小さいため、管路 1km あたりに推定される被害率が低くなることが確認で

きる．以上より、K 形継手を解析対象として解析で継手の抜けを再現できれば、

より継手の抜けが生じやすい A 形、T 形継手を対象とした場合でも、解析で継

手の抜けが再現できると考えられる。そこで、本研究では解析対象を K 形定尺

5m 管とした。 

図 2-14に K 形の継手構造を示し、図 2-15 に呼び径 200 K 形の継手ばね特性を

示す。図 2-15 には、比較のため NS 形の継手ばね特性を併記した。K 形継手は

耐震継手管ではないため、継手ばね特性を得るための継手性能試験は実施され

ていない。そこで、管軸方向および回転方向の継手ばね特性は呼び径 200 NS 形

を基に設定した。K 形は離脱防止機構を有さないため、管軸引張方向および回

転方向の継手ばね定数は、継手が伸縮、屈曲することで外力を吸収する領域の

値である Sa1、Sc1 のみとした。図 2-16 に示す通り、K 形継手の引張方向ではゴ

ム輪の一部が挿し口と接触しなくなる継手変位を δa2 とし、圧縮方向では挿し口

が受口奥部に接触する継手変位を δa3 とした 19)。 

 

区間長 地盤変位 継手の抜け

（m） 計測数 発生数

A 800 7 4

B 390 2 1

C 80 1 2

D 400 1 5

E 1140 1 3

F 1200 8 1

位置

N 位置 A 
位置 B 

位置C 

位置 D 

位置 E 

位置 F 

図 2-12 ポートアイランド内での継手抜け発生位置 
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図 2-13 液状化地盤での管路被害予測式 

 

A形継手 K形継手 T形継手

管種・継手補正係数　C P 1 0.5 0.8

Rm= Cp×Cd×RL 

Rm :推定被害率（件/km） 
Cp :管種・継手補正係数 
Cd :口径補正係数 
RL :標準液状化被害率（件/km） 
 

図 2-16 K 形の継手変位  

ゴム輪 

挿し口 

受口 

δa2 
δa3 

引張 
方向 

圧縮 
方向 

図 2-14 K 形継手の構造 

 

ゴム輪 

挿し口 
受口 

ボルト・ナット 

図 2-15 呼び径 200 K 形の継手ばね特性(赤線：K形・黒線:NS 形) 

) 

 

呼び径 

S a 1 547  (kN/m) S b 1 1,440,000  (kN/m) S c1 0.22 (kN・m/ °)

δ a 2 35 (mm) 

δ a 3 -5 (mm) 

管軸方向ばね せん断方向ばね 回転方向ばね

回転方向継手ばね特性 
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(3) 地盤変位の入力方法 

 図 2-17に、解析対象位置で計測された地盤変位を示す。地盤変位は水平方向、

鉛直方向共に計測されているが、後述する理由により水平方向の地盤変位のみ

使用した。図 2-17中の 7 地点で計測された水平方向の地盤変位 D を、式(2-10)、

(2-11)より管軸方向の地盤変位 DX、管軸直交方向の地盤変位 DY に分解した。 

 

                                cosXD D                             (2-10) 

sinYD D                             (2-11) 

    

θ は地盤変位ベクトルと管路のなす角度である。表 2-5に、解析に使用する地

盤変位を示す。管軸方向は管路の基点から終点へ向かう方向を、管軸直交方向

は北方向を正とした。 

ここで、各計測地点間では地盤変位が計測されていないため、ある仮定の基

に地盤質点に地盤変位を与える必要がある。本節では、地盤ひずみと 2 地点間

の相対地盤変位から補間距離を算出し、補間距離内で地盤変位が線形に変化す

るように変位を与えた。参考文献 17)より、兵庫県南部地震時にポートアイラン

ド内陸部で計測された水平方向の地盤変位より求められた地盤ひずみの最大値

は、地盤が引張方向に変位した場合、圧縮方向に変位した場合、共に 2.5%であ

った。本章では、いずれの 2 地点間においても、この地盤ひずみを使用して補

間距離を求めた。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
図 2-17 解析対象位置で計測された地盤変位 

 

N 
基点 

終点 

地盤変位 1 

地盤変位 2 

地盤変位 3 

地盤変位 4 

地盤変位 5 

地盤変位 7 

地盤変位 6 

 埋設管路（全長 800m） 

※かっこなしの数値：水平方向地盤変位 

かっこありの数値：鉛直方向地盤変位 

 

地盤変位の一例（単位は cm） 

suuti  
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表 2-6 に地盤変位計測地点間の相対地盤変位と補間距離を示し、図 2-18 に一

例として地点 1～2 地点間での管軸直交方向の地盤変位を示す。なお。地点 1～7

はそれぞれ地盤変位 1～7 の計測地点である。また、一例として地点 1～2 間で

の管軸方向、管軸直交方向における相対地盤変位 DRX12、DRY12 の算出式を式(2-12)、

(2-13)で示し、地点 1～2 間での補間距離 L12 の算出式を式(2-14)で示す。 

 

           DRX12 = DX2－DX1                    (2-12) 

DRY12 = DY2－DY1                   (2-13) 

2 2

12 12

12

RX RY

s

D D
L




＋
               (2-14)  

ここに、DX2、DX1 は地点 2、1 の管軸方向地盤変位、DY2、DY1 は地点 2、1 の

管軸直交方向地盤変位、εs は地盤ひずみである。地盤ひずみは水平方向の地盤変

位のみを用いて求められたものであるため 17)
 、対応して相対地盤変位も水平方

向成分のみを用いた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表 2-6 計測地点間の相対地盤変位と補間距離 

 管軸方向相対変位 管軸直交方向相対変位 補間距離

D RX （cm） D RY （cm）  L  (m)

地点1～2間 51.9 86.6 40.4

地点2～3間 1.1 -27.1 10.8

地点3～4間 -93.5 18.2 38.1

地点4～5間 123 -46.8 52.7

地点5～6間 -76.6 8.6 30.9

地点6～7間 5.8 0.3 2.3

表 2-5 管軸および管軸直交方向の地盤変位 

 水平方向 地盤変位ベクトルと 管軸方向 管軸直交方向

変位 D（cm） 管路のなす角度　θ 地盤変位 D X （cm） 地盤変位 D Y （cm）

地盤変位1 24 236 -13.4 -19.9

地盤変位2 77 60 38.5 66.7

地盤変位3 56 45 39.6 39.6

地盤変位4 79 133 -53.9 57.8

地盤変位5 70 9 69.1 11

地盤変位6 21 111 -7.5 19.6

地盤変位7 20 95 -1.7 19.9
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図 2-19 に、解析対象位置での地盤変位を、管軸方向、管軸直交方向それぞれ

で示す。また、表 2-7 に解析条件を示し、図 2-20 に解析対象位置での地盤ばね

特性を示す。管路の土被りに関する情報は得られなかったため、ここでは土被

りを 1.2m とした。 
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図 2-18 2 地点間での地盤変位の与え方 

（地点 1～2間での管軸直交方向の場合） 

 

補間距離（40.4m） 計測地点 1 

地盤変位 1 

( -19.9cm ) 
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図 2-19 解析対象位置での地盤変位 

 

(b) 管軸直交方向 

(a) 管軸方向 
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2-5-2 解析方法の妥当性確認結果 

 

図 2-21 に、K 形ダクタイル鉄管の継手伸縮量の解析結果を解析対象位置と併

せて示す。継手の伸び量を正の値、縮み量を負の値で表した。水道管の被害調

査 16)より、解析対象とした区間のうち、赤丸で囲った範囲で継手の抜けが生じ

たことが確認されている。図 2-21 より、解析では基点から 100m～200m の区間

および 600m～700m の区間で、一部の継手が抜け出す結果となった。これより、

解析対象位置での継手の抜けが生じた範囲と抜けが生じなかった範囲を解析で

再現できているため、解析方法は妥当と判断した。 

 

2-6 複数回の液状化による地盤変状を受けた管路挙動の検証 

 

2-6-1 検証目的 

 

2016 年 4 月に発生した熊本地震では、最大震度 7 を観測する地震動が 2 回発

生した。埋設された管路に着目すれば、大規模な地震動が連続して発生した場 

K g 1 1.46  (N/mm
2
) K g2 0.67  (N/mm

2
)

F 1 5.6  (N/mm) F 2 38.3  (N/mm) 

δ 1 3.81  (mm) δ 2 56.8  (mm) 

管軸方向ばね 管軸直交方向ばね

図 2-20 解析対象位置での地盤ばね特性 
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表 2-7 解析条件 

 呼び径・継手形式 呼び径200 K形

管長 5m

管路長 800m

管路の土被り 1.2m

N値 10
地盤

管路
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合、管路が 1 回のみならず複数回の地盤変状を受けてどのように挙動するか、

未だに明らかにはなっていない。一方で、管路の使用期間内に管路が大規模な

地盤変状を複数回受けることは、十分に起こりえると考えられる。 

1 章で説明した通り、管路の地盤変状対策においても今後は危機耐性の概念が

必要と考えられるため、複数回の地盤変状を受けた管路がどのように挙動する

かあらかじめ把握しておくことが危機耐性に基づいた管路の地盤変状対策の一

環として重要である。そこで本節では、液状化に起因する地盤変状を管路モデ

ルに複数回与えて管路の挙動解析を実施し、複数回の地盤変状を受けて管路が

どのように挙動するか検証した。 

 

2-6-2 検証方法 

 

 本節では、解析方法の妥当性確認のために K 形ダクタイル鉄管が埋設されて

いた解析対象位置に、耐震管である呼び径 200 NS 形ダクタイル鉄管が埋設され

ていたものと想定した。図 2-22に、呼び径 200 NS 形ダクタイル鉄管の継手ば 
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図 2-21 K 形の継手伸縮量 
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ね特性を示す。なお、NS 形継手の挙動は、軸力、継手屈曲角、および軸方向応

力で表される。設計上での管路の使用限界性能であるこれら項目の許容値は、

それぞれ軸力 600kN、継手屈曲角 8° 
2)、軸方向応力 270N/mm

20)となる。 

NS 形ダクタイル鉄管に対して、表 2-6に示す相対地盤変位 1～7 を管路の同じ

地点に繰り返し与えた。ここでは、i 回目（i = 1,2,…）の管路挙動結果を i＋1 回

目の管路の初期状態とした。図 2-23 に、一例として 1 回目～4 回目の地盤変状

による解析対象位置での累積地盤変位を示す。地盤変位計測地点間の補間距離

等、他の入力条件は K 形ダクタイル鉄管が地盤変状を受けた場合と同一である

ものとしたため、管軸方向、管軸直交方向共に、1 回目～4 回目の地盤変状発生

時にいずれも同じ区間内で地盤変位が変化する条件としている。このような管

路に大きな負荷がかかる厳しい条件で、複数回の地盤変状により軸力、継手屈

曲角および軸方向応力がどのように変化するか検証した。 

 

2-6-3 検証結果 

 

表 2-8に、管路が地盤変状を受けた回数ごとに発生する軸力、継手屈曲角およ

び軸方向応力の最大値を示す。なお、軸力、軸方向応力は引張側、圧縮側それ

ぞれを対象とし、圧縮側は負の値で示した。また、許容値に達したものは赤色

で示した。表 2-8の通り、今回の条件では 4 回目の地盤変状を受けて軸方向応力

が許容値に達したため、本節では 1 回目～4 回目の地盤変状を受ける場合の管路

挙動解析結果を述べる。 
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図 2-22 呼び径 200 NS 形の継手ばね特性 
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（1）管路変位 

図 2-24 に、管路変位の解析結果を管軸方向、管軸直交方向それぞれで示す。

図 2-24(a)より、管軸方向では基点から 0～250m の区間および 350～550m の区

間で、地盤変状を受けた回数が増加するにつれ、より広い範囲で管路に変位が

生じていることが確認できる。また、図 2-24(b)より管軸直交方向では地盤変状 
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図 2-23 i 回目（i=1～4）の地盤変状による 

解析対象位置での累積地盤変位 

 

(b) 管軸直交方向 

(a) 管軸方向 

表 2-8 発生する軸力・継手屈曲角・軸方向応力最大値の一覧 

 管路が地盤変状を 継手屈曲角

受けた回数 引張側 圧縮側 最大値 (°) 引張側 圧縮側

1回目 283 -255 1.3 59 -53

2回目 299 -377 2.6 140 -89

3回目 438 -435 4.0 222 -133

4回目 584 -478 5.2 305 -178

許容値 600 -600 8 270 -270

軸力最大値（kN） 軸方向応力最大値（N/mm
2）
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を受けた回数が増加するにつれ、それぞれ 2 地点間の一定区間内で管路変位が

同程度ずつ増加していることがわかる。 

 

（2）継手伸縮量 

図 2-25に、継手伸縮量の解析結果を示す。図 2-25より、基点から 0～250m の

区間および 350～550m の区間で、地盤変状を受けた回数が増加するにつれ、

50mm程度まで大きく伸縮する継手の数が増加する結果となった。呼び径 200 NS

形は継手接合状態から最大 50mm まで小さな力で継手が伸縮し、50mm まで伸縮

すれば金属同士が接触して大きな力に耐える構造を有する。そのため、管路が 
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図 2-24 複数回の液状化による地盤変状を受けた NS 形の管路変位 
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複数回の地盤変状を受けても、その都度耐震継手ダクタイル鉄管の性能を発揮

してより広い範囲で複数の継手が伸縮し、地盤変位を吸収していることが確認

できる。一方で、基点から 550～750m の区間では、地盤変状を受けた回数が増

加しても、50mm 程度まで伸縮する継手の数はほとんど変化しない結果となった。 

 

（3）軸力 

図 2-26に、発生軸力の解析結果を示す。図 2-26では、許容値 600kN を黒破線

で示した。地盤変状を受けた回数が増加するにつれ、基点から 50～250m の区間

で引張側、400～550m の区間で圧縮側の軸力最大値、および軸力発生範囲が増

加することが確認できる。一方で、基点から 550～750m の区間では、地盤変状

を受けた回数が増加しても、軸力発生範囲はほとんど変化しない結果となった。 

 

（4）継手屈曲角 

図 2-27に、継手屈曲角の解析結果を示す。ここでは、継手が最も大きく屈曲 

図 2-25 複数回の液状化による地盤変状を受けた NS 形の継手伸縮量 

 

図 2-26 複数回の液状化による地盤変状を受けた NS 形の発生軸力 
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した基点から 260～300m の区間に着目する。屈曲している継手では、地盤変状

を受けた回数が増加するにつれ、1.3°程度ずつ継手屈曲角が増加することが確認

できる。なお、4 回目の地盤変状を受けた場合の継手屈曲角最大値は 5.2°程度で

あり、許容値 8°と比較して、6 割～7 割程度の値であった。 

 

（5）軸方向応力 

図 2-28に、軸方向応力の解析結果を示す。 軸方向応力は継手の伸縮により解

析対象区間の広い範囲で発生している。一方で、解析対象区間内の一部で局所

的に大きな軸方向応力が発生していることも確認できる。軸方向応力が発生す

る条件は、2 つ存在する。耐震継手ダクタイル鉄管の管軸方向に引張力、または

圧縮力が作用する場合には、主に継手が伸縮することで力を吸収することとな

るが、管体部にも力が作用するため、管体部に引張応力または圧縮応力が発生 

図 2-27 複数回の液状化による地盤変状を受けた NS 形の継手屈曲角 

 

(a) 解析対象位置全域 

 

(b) 基点から 260m～300m の区間 
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する。この場合は、地盤変状を受けた回数が増加するにつれ、応力最大値およ

び応力発生範囲が大きくなることが確認できる。 

 一方で、耐震継手ダクタイル鉄管の管軸直交方向に外力が作用する場合には、

主に継手が屈曲することで力を吸収することとなるが、管体部にも力が作用す

るため、管体部に曲げ応力が発生する。今回の解析条件では、地盤変位計測地

点で地盤変位量や地盤変位の向きを変更しているため、計測地点周辺で局所的

に大きな曲げ応力が発生する結果となった。また、この場合には応力発生範囲

そのものは地盤変状を受けた回数が増加しても概ね変化しないことが確認され

る。以上より、今回の条件では 4 回目の地盤変状を受けて計測地点 1 で軸方向

応力が許容値に達することとなった。 
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図 2-28 複数回の液状化による地盤変状を受けた NS 形の軸方向応力 

 

(a) 解析対象位置全域 

 

(b) 基点から 100m～200m の区間 
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2-6-4 複数回の地盤変状を受けた管路挙動に関する考察 

 

複数回の地盤変状を受けた場合に、解析対象位置内の区間によって、継手伸

縮量や軸力が異なる傾向で変化する原因を考察する。継手伸縮量や軸力は管軸

方向の管路挙動に大きな影響を受けるため、管軸方向の管路挙動に着目した。 

図 2-29 に、管軸方向の地盤変位と管路変位との関係を示す。なお、地盤変位

は破線で、管路変位は実線で示した。図 2-29(b)より、地盤変状を受けた回数が

増加するにつれ多くの継手が 50mm 程度まで伸び引張側の軸力が増加した区間

A では、2 回目以降の地盤変状を受けて、地盤変位に対し管路変位が異なる挙動

を示すことがわかる。図中には、4 回目の地盤変状を受けた場合を例に、相対地

盤変位が生じる範囲、継手が伸縮する範囲を表記した。この範囲では管路と地

盤との間に滑りが生じており、解析対象位置の一部で発生した大きな地盤変位
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図 2-29 管軸方向の地盤変位と管路変位との関係 
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を複数の継手で吸収していることを意味する。区間 A では、3 回目、4 回目と地

盤変状を受けるにつれ、大きな地盤変位をより広い範囲で吸収しており、その

結果、伸びきる継手が増加することで大きな軸力が発生したと考えられる。ま

た、図 2-29(c)に地盤変状を受けた回数が増加するにつれ多くの継手が 50mm 程

度まで縮み圧縮側の軸力が増加した区間 B での両者の関係を示す。区間 A と同

様に地盤変状を受けた回数が増加するにつれ、複数の継手を用いて大きな地盤

変位をより広い範囲で吸収していることが確認できる。 

一方で、図 2-29(d)より地盤変状を受けた回数が増加しても 50mm 程度まで伸

縮する継手数や軸力がほとんど変化しない区間 C では、地盤変位を複数の継手

で吸収しているものの、1 回目の地盤変状に対し、2 回目以降の地盤変状を受け

ても継手が伸縮する範囲は大きくは変化しないことがわかる。これは、区間 C

では地盤が管軸引張方向に変位する範囲と管軸圧縮方向に変位する範囲が近接

しており、地盤変位を受けて管路に作用する力を打ち消し合うように管路が挙

動するためと考えられる。 

 

2-7 2 章のまとめ  

 

本章では、液状化に起因する地盤変状を受けた管路の挙動解析方法を述べた

上で、解析方法の妥当性を確認した。以下に、明らかとなったことを述べる。 

 

1) 1995 年兵庫県南部地震時に発生した液状化による非耐震のダクタイル鉄管の

被害状況を模擬して、管路挙動解析を実施した。解析対象とした区間のうち、

地震により継手の抜けが生じた範囲と生じなかった範囲を解析で再現できた

ことから、解析方法の妥当性を確認できた。 

2) 危機耐性に基づく管路の地盤変状対策の一環として、非耐震のダクタイル鉄

管が埋設されていた位置に耐震継手ダクタイル鉄管が埋設されていたと想

定し、液状化に起因する地盤変状を複数回与えて管路の挙動解析を実施した。

管路が複数回の地盤変状を受けても、耐震継手ダクタイル鉄管の性能を発揮

し、隣り合う継手を次々と巻き込むように挙動することがわかった。特に、

地盤が管軸引張方向に変位する範囲と圧縮方向に変位する範囲が近接する

ような複雑な状況においても、その性能を十分に発揮することを確認できた。 
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第 3章 断層による地盤変状を受けた管路の挙動解析 

 

3-1 はじめに 

  

本章では、断層に起因する地盤変状を受けた管路の挙動解析方法について述

べた上で、断層変位を受けた耐震継手ダクタイル鉄管の挙動確認実験結果を基

に、実験結果と解析による再現結果を比較することで、解析方法の妥当性を確

認した。なお、解析方法のうち、解析モデル、管路モデル、および地盤モデル

の概要は前章と同一であるため、本章ではそれらの説明は省略した。 

 

3-2 断層変位を受けた管路挙動解析方法の妥当性確認 

 

3-2-1 確認方法 

 

 現在まで、断層変位を受けた耐震継手ダクタイル鉄管の挙動確認事例は報告

されていない。そこで、解析方法の妥当性を確認するため、金子ら 1)により実施

された断層変位を受けた耐震継手ダクタイル鉄管の挙動確認実験結果を引用す

ることとした。表 3-1に実験条件を示し、図 3-1に実験概要を示す。 

この実験では、呼び径 75 NS 形ダクタイル鉄管を用いて移動側土槽を 0.5m 鉛

直上方向に変位させることで、断層変位を模擬している。図 3-2に、呼び径 75 NS

形ダクタイル鉄管の継手ばね特性を示す。継手ばね特性は参考文献 1)に記載され

たものを引用したため、ここでは断層変位を受けた管路挙動解析に本研究で使

用する ALA の地盤ばね特性を用いることが妥当か確認することを主な目的とし

た。図 3-3に、実験条件での地盤ばね特性を示す。実験時には N 値は 15 であっ

たため、単位体積重量、および内部摩擦角に換算した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表 3-1 実験条件 

 呼び径・継手形式 呼び径75 NS形

管長 1m

管路長 9m

管路の土被り 0.6m

N値 15

変位量 0.5m

管路との交差角 90°

管路

地盤

断層
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図 3-3 実験条件に対応する地盤ばね特性 
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図 3-2 呼び径 75 NS 形の継手ばね特性 
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図 3-1 実験の概要 
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3-2-2 解析方法の妥当性確認結果 

 

 ここでは、実験で計測された項目のうち、継手屈曲角を対象に実験値と解析

値とを比較することとした。図 3-4 に継手屈曲角の比較結果を示す。継手 No.4

では実験値と解析値が大きく離れているものの、継手屈曲角が大きい継手 No.3、 

No.5、No.6 では、概ね解析値は実験値を再現できているといえる。なお、実験

では移動側土槽の変位により継手 No.4 周辺の管路は鉛直上方向に変位しようと

するものと予想される。そのため、管路上方の地盤は鉛直下方向から力を受け

る。ただし、管路の土被りは 0.6m と小さく地表面には荷重が載荷されていない

ため、管路が水平方向に変位する場合と比較して管路が地盤から受ける土圧は

小さいと考えられる。一方で、解析で用いる ALA の地盤ばね特性は管軸直交水

平方向のものである。そのため、継手 No.4 周辺では管路の挙動に関して大きな

差が生じたと考えられる。以上の結果より、解析方法は妥当であると判断した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

3-3 複数回の断層による地盤変状を受けた管路挙動の検証 

 

3-3-1 検証目的 

 

 2016 年 4 月に発生した熊本地震では、4 月 14 日に日奈久断層で断層変位が生

じ、2 日後の 4 月 16 日に近接する布田川断層で断層変位が生じた。このように

近接する断層が短い期間内に連続して活動することは、今後も十分に起こりえ

ると考えられる。管路が断層を横断するように埋設される場合を想定して、断

層変位を受けた管路挙動を実験や数値解析により明らかにするための研究は数

図 3-4 継手屈曲角比較結果 
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多く実施されてきた。ただし、それらの研究では 1 回の断層変位に対する管路

挙動を対象としており、管路が複数回の断層変位を受けてどのように挙動する

か明らかにはなっていない。 

1 章で述べた通り、管路の地盤変状対策においても今後は危機耐性の概念が必

要と考えられるため、複数回の地盤変状を受けた管路がどのように挙動するか

あらかじめ把握しておくことが危機耐性に基づいた管路の地盤変状対策の一環

として重要である。そこで本節では、断層に起因する地盤変状を管路モデルに

複数回与えて管路の挙動解析を実施し、複数回の地盤変状を受けて管路がどの

ように挙動するか検証した。 

 

3-3-2 検証方法 

  

複数回の断層変位を管路に与えるにあたり、本節では産業技術総合研究所 活

断層データベース 2)を引用した。活断層データベースでは、起震断層ごとに断層

変位量や断層タイプ、断層の位置等の活動セグメントに関する情報が整理され

ている。最初に、同一の起震断層のうち断層変位量や断層位置が明確であり活

動セグメントが近接している組み合わせを抽出した。なお、本節では一方の活

動セグメントは管路と 45°で交差するものと想定した。 

 

(1) 対象位置 

表 3-2に、抽出した活動セグメントの組み合わせを示す。表 3-2 では、活動セ

グメント間の最短距離が小さいものから順に並べた。本節では、抽出した事例

のうち、最も活動セグメント間の距離が短い組み合わせ 1 を対象に検証を進め

ることとした。なお、表 3-2で示した断層変位量は、鉛直方向成分と水平方向成

分を合成したものである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

組み合わせ 断層が位置する 活動セグメント間の

No. 都道府県 セグメント1 断層変位量（m） セグメント2 断層変位量（m） 最短距離（m）

1 岐阜県・三重県 養老 四日市 2.6 千里 2.4 163

2 熊本県 布田川-日奈久 布田川 2.8 御船 2.2 241

3 山形県 長井盆地西縁 米沢 2.6 高戸屋山 1.5 295

4 長野県 木曽川 柿其 3 倉本 1.2 355

5 福島県 双葉 亘理 2.4 原町 1.5 560

・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・

・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・

起震断層
近接する活動セグメント

表 3-2 活動セグメント間の距離が小さい組み合わせ 
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図 3-5に対象とした 2 つの活断層セグメントの位置関係を示し、図 3-6に管路

と断層との位置関係を示す。ここでは、四日市活動セグメントが管路と 45°で交

差しているものとした。 

 

(2) 検証条件 

表 3-3 に、解析条件を示す。管路の土被りは 1.2m とし、N 値は対象位置の微

地形区分「海岸低地・三角州」より 7 と推定した。図 3-7に、解析対象位置での 

図 3-5 組み合わせ 1における 2つの活動セグメントの位置関係 

(a) 全体図 

       

 

(b) 拡大図 

       

 

拡大位置 

千里活動セグメント 

（  線で表示） 

四日市活動セグメント 

（  線で表示） 

セグメント近接位置 
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（管路との交差角 56°） 
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管路基点 
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図 3-6 管路と断層との位置関係 
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地盤ばね特性を示す。 

表 3-4に解析で用いる断層変位量を管軸方向、管軸直交水平方向それぞれで示

す。本節では、管軸直交方向においては全て水平方向に断層が変位するものと

した。それぞれの活動セグメントにおける管軸方向、管軸直交水平方向の断層

変位量 Da、Dt は、断層変位量 Ds および断層と管路との交差角 θc を用いて、以

下の式(3-1)、(3-2)より求めた。 

 

cosa s cD D                           (3-1) 

sint s cD D                           (3-2) 

  

 最初に四日市活動セグメントで断層変位が生じ、次に千里活動セグメントで

断層変位が生じるものと想定した。本節では、2 回目の断層変位において千里活

動セグメントの断層変位方向が異なる 2 ケースを設定し、それぞれのケースで

検証を実施した。 

 

 

表 3-3 解析条件 

 呼び径・継手形式 呼び径75 NS形

管長 4m

管路長 600m

管路の土被り 1.2m

N値 7

管路

地盤

図 3-7 解析対象位置での地盤ばね特性 
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F2 

 

相対変位 相対変位

K g 1 0.04  (N/mm
2
) K g2 0.01  (N/mm

2
)

F 1 0.2  (N/mm) F 2 1.6  (N/mm) 

δ 1 5.08  (mm) δ 2 109.9  (mm) 

管軸方向ばね 管軸直交方向ばね
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3-3-3 検証結果 

 

（1）継手伸縮量 

 図 3-8 に、継手伸縮量の解析結果をケース A、ケース B それぞれで示す。呼

び径 75 NS 形は継手接合状態から最大 40mm まで小さな力で継手が伸縮し、

40mm まで伸縮すれば金属同士が接触して大きな力に耐える構造を有する。ケー

ス A では、1 回目の断層変位により継手が大きく伸縮する区間が基点から 100

～300m の区間であったのに対し、2 回目の断層変位により基点から 100～450m

の区間となり、より広い範囲で継手が大きく伸びる結果となった。一方で、ケ

ース B では 2 回目の断層変位により基点から 320～400m の区間で継手が大きく

縮むが、1 回目の断層変位により継手が大きく伸びる区間とは独立して継手が挙

動する結果となった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表 3-4 解析で用いる断層変位量 

 (a) 断層変位量と交差角 

       

 

(b) 管軸および管軸直交成分の断層変位量 

       

 

断層変位量 管路と断層との 断層変位量 管路と断層との

（m） 交差角（°） （m） 交差角（°）

ケースA 2.6 45 管軸引張方向 2.4 56 管軸引張方向

ケースB 2.6 45 管軸引張方向 2.4 56 管軸圧縮方向

2回目の断層変位（千里活動セグメント）

ケース名
断層変位方向 断層変位方向

1回目の断層変位（四日市活動セグメント）

断層変位量 断層変位量 断層変位量 断層変位量 

管軸方向成分（m） 管軸直交方向成分（m） 管軸方向成分（m） 管軸直交方向成分（m）

ケースA 1.84 1.84 1.34 1.99

ケースB 1.84 1.84 -1.34 -1.99

1回目の断層変位（四日市活動セグメント） 2回目の断層変位（千里活動セグメント）

ケース名
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（2）軸力 

 図 3-9に、発生軸力の解析結果を示す。両ケース共に断層位置で軸力最大値が

発生していることが確認できる。ケース A では、基点から 300m の位置で 1 回

目、2 回目それぞれの断層変位による軸力発生区間が重なることにより、1 回目
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図 3-9 複数回の断層による地盤変状を受けた NS 形の発生軸力 
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図 3-8 複数回の断層による地盤変状を受けた NS 形の継手伸縮量 
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の断層変位発生時と比較して 2 回目の断層変位により軸力最大値がわずかに増

加していることが確認できる。一方で、ケース B では 1 回目、2 回目それぞれの

断層変位による軸力発生区間が独立しているため、1 回目の断層変位による軸力

最大値は 2 回目の断層変位を受けても変化しない結果となった。 

 

（3）継手屈曲角 

 図 3-10 に、継手屈曲角の解析結果を示す。両ケース共に断層位置近傍で継手

が大きく屈曲する結果となったが、継手が伸縮する区間と比較して継手が屈曲

する区間は断層近傍に限られることが確認される。そのため、継手屈曲区間は

独立しており、1 回目の断層変位による継手屈曲角最大値は、2 回目の断層変位

を受けても変化しない結果となった。 
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図 3-10 複数回の断層による地盤変状を受けた NS 形の継手屈曲角 

 

(a) ケース A 

(b) ケース B 

1 回目の 

断層位置 

2 回目の 

断層位置 



- 47 - 

 

（4）軸方向応力 

 図 3-11 に、軸方向応力の解析結果を示す。管路の管軸方向に引張力、または

圧縮力が作用しているため、両ケース共に断層位置を中心に広い範囲で管軸方

向に引張応力、および圧縮応力が発生した。ただし、断層近傍では管路に曲げ

応力が発生するため、局所的に大きな値が断層近傍で発生する結果となった。

大きな軸方向応力が発生する区間は断層近傍に限られるため、1 回目の断層変位

による軸方向応力最大値は、2 回目の断層変位を受けても変化しない結果となっ

た。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 以上の結果より、一部のケースでは 1 回目の断層変位による軸力や継手伸縮

量の発生区間が 2 回目の断層変位によって影響を受けるものの、継手屈曲角や

大きな軸方向応力が発生する区間は断層近傍の一部区間に限られるため、2 回目

の断層変位による影響は確認できなかった。 
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3-3-4 活動セグメント間の距離が管路挙動に及ぼす影響の分析 

 

 活動セグメント間の距離が変化すれば複数回の断層変位を受けた管路挙動に

も大きな影響が及ぶものと考えられるため、活動セグメント間の距離を変化さ

せて管路挙動にどのような影響を及ぼすか検証することとした。ここでは、前

述の解析条件である活動セグメント間の距離 163m に対して、セグメント間の距

離を 20m、60m、100m だけ短くした場合の管路挙動を確認した。 

 

（1）継手伸縮量 

図 3-12 に、活動セグメント間の距離を変化させた場合の継手伸縮量の解析結

果を示す。ケース A では、活動セグメント間の距離が短くなるにつれ継手が大

きく伸びる区間が基点側に移動しているが、継手が大きく伸びる区間の長さは

大きくは変化していないことが確認できる。一方で、ケース B では活動セグメ

ント間の距離が短くなるにつれ継手が大きく伸びる区間、および継手が大きく

縮む区間共に短くなる結果となった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 図 3-12 セグメント間距離の変化による継手伸縮量への影響 
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（2）軸力 

 図 3-13 に、活動セグメント間の距離を変化させた場合の発生軸力の解析結果

を示す。ケース A では、活動セグメント間の距離が短くなるにつれ 1 回目、2

回目それぞれの断層変位による軸力発生区間が重なる範囲が増加し、軸力最大

値は増加することがわかる。一方で、ケース B では活動セグメント間の距離が

103m 以下の場合は、1 回目の断層変位により発生した引張方向の軸力と 2 回目

の断層変位により発生した圧縮方向の軸力が打ち消し合うように管路が挙動す

るため、軸力最大値は減少する結果となった。 

 

（3）継手屈曲角 

 図 3-14 に、活動セグメント間の距離を変化させた場合の継手屈曲角の解析結

果を示す。ケース A では、活動セグメント間の距離が変化しても継手屈曲角最

大値は大きくは変化しないことが確認できる。一方で、ケース B では活動セグ 
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図 3-13 セグメント間距離の変化による軸力への影響 
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メント間の距離が短くなるにつれ、1 回目、2 回目それぞれの断層変位による継

手屈曲区間は重ならないものの、継手屈曲角最大値は減少する結果となった。 

 

（4）軸方向応力 

 図 3-15 に、活動セグメント間の距離を変化させた場合の軸方向応力の解析結

果を示す。ケース A では活動セグメント間の距離が変化しても軸方向応力最大

値は大きくは変化しないことが確認される。一方で、ケース B では活動セグメ

ント間の距離が短くなるにつれ、軸方向応力最大値は減少する結果となった。 

 

（5）継手屈曲角および軸方向応力とセグメント間距離との関係に対する考察 

ケース B において、活動セグメント間の距離を短くした場合に継手屈曲角や

軸方向応力の最大値が小さくなる原因を考察する。図 3-16に、ケース B におけ

る活動セグメント間の距離を変化させた場合の管軸方向管路変位の解析結果を 
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図 3-14 セグメント間距離の変化による継手屈曲角への影響 
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示す。図 3-16には、1 回目の断層変位による管軸方向管路変位を併せて示した。

セグメント間距離が 143m 以上の場合では、基点から 300m の位置で管路変位最

大値が発生している。この値は、1 回目の断層変位による管軸方向断層変位 1.84m
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図 3-15 セグメント間距離の変化による軸方向応力への影響 
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と等しい。一方で、セグメント間距離が 103m 以下の場合では、管路変位最大値

は減少し、最大値発生位置は基点側に移動していることが確認される。 

ケース B では、1 回目の断層変位により管軸引張方向に断層変位が生じ、2 回

目の断層変位により管軸圧縮方向に断層変位が生じる。また、2 回目の断層変位

時には断層位置を中心に多くの継手が圧縮することで断層変位を吸収する必要

がある。ケース B で想定する逆断層の場合、断層近傍の継手の圧縮代がなくな

ると継手の屈曲により断層変位による地盤変状を吸収しようとするため、断層

近傍の継手屈曲角や軸方向応力が局所的に大きくなる。一方で、活動セグメン

ト間の距離が短くなれば、継手が大きく伸びている区間に 2 回目に変位する断

層が位置することとなる。そのため、継手が通常の状態と比較して縮み代が多

く確保されることで複数継手の圧縮により多くの断層変位を吸収することが可

能となり、継手屈曲角や軸方向応力最大値が小さくなるものと推測できる。 

 

3-4 3 章のまとめ  

 

 本章では、断層に起因する地盤変状を受けた管路の挙動解析方法について述

べ、解析方法の妥当性を確認した。以下に、明らかとなったことを述べる。 

 

1) 断層変位を受けた耐震継手ダクタイル鉄管の挙動確認実験結果を引用して、

管路挙動解析を実施した。実験で計測された継手屈曲角を解析で再現できた

ことから、解析方法の妥当性を確認できた。 

2) 危機耐性に基づく管路の地盤変状対策の一環として、断層が近接する位置に

管路が埋設されているものと想定し、断層変位に起因する地盤変状を複数回

与えて管路の挙動解析を実施した。今回の検討条件より、断層の走向や断層

変位量によっては 1 回の断層変位を受けた場合よりも管路に大きな負荷が作

用する可能性があるため、危機耐性に基づいた管路の地盤変状対策として、

複数回の地盤変状を受けた管路がどのように挙動するかあらかじめ把握して

おくことが重要であることが示唆される。 

 

【第 3章の参考文献】 

1） 金子正吾，宮島昌克：逆断層を横断する耐震継手ダクタイル鉄管の挙動に関

する研究，構造工学論文集，Vol. 60A, pp. 945-952, 2014. 

2） 産業技術総合研究所  活断層データベース , https://gbank.gsj.jp/activefault/

（2021 年 1 月 7 日閲覧） 
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第 4章 盛土崩壊による地盤変状を受けた管路の挙動解析 

 

4-1 はじめに 

 

 本章では、盛土崩壊に起因する地盤変状を受けた管路の挙動解析方法につい

て述べる。盛土崩壊現象は、第 2 章で扱った液状化、および第 3 章で扱った断

層と異なり、崩壊過程で地盤の大変形が進行するため、管路周辺地盤の剛性が

低下するものと考えられる。数値解析を実施するにあたり、地盤の崩壊現象を

解析対象とする場合には、粒子法を用いて地盤崩壊を再現することが主流とな

りつつある。一方で、本研究では埋設されたダクタイル鉄管の挙動を解析対象

とするため、地盤変状を受けた管路挙動解析で実績があるはり-ばねモデルを用

いることが望ましいと考えた。そのため、盛土崩壊を受けた管路挙動を解析対

象とした場合においても、地盤をばね要素でモデル化することとした。ただし、

地盤の大変形を再現する場合には地盤の剛性が低下することを考慮したばね要

素で地盤をモデル化する必要があるが、具体的な方法は確立されていない。 

そこで本章では、土質試験の結果 1)を引用して地盤の剛性低下を考慮した地盤

ばねモデルを作成し、盛土崩壊時の管路挙動を解析する方法を検討した。その

上で、盛土崩壊を受けた管路挙動を対象に計測値と解析値を比較することで、

解析方法の妥当性を検証した。なお、解析モデル、管路モデルの概要は 2 章と

同一である。 

 

4-2 盛土崩壊区間での地盤の剛性低下設定方法 

 

 図 4-1に、管路と盛土崩壊区間との関係を示す。崩壊区間外側では、液状化お

よび断層に起因する地盤変状を受けた場合と同様に ALA
2)の地盤ばね特性を解

析で用いた。一方で、盛土崩壊区間では地盤の大変形に伴い、地盤の剛性が低

下するものと想定されるため、剛性低下を考慮した地盤ばね特性について検討

することとした。 

 

 

 

 

 

 図 4-1 管路と盛土崩壊区間との関係 

 

盛土崩壊区間 崩壊区間外側 崩壊区間外側 

ALA の地盤ばね特性に基づく 

地盤ばね要素を管路に接続 

ALA の地盤ばね特性に基づく 

地盤ばね要素を管路に接続 

地盤の剛性低下を考慮した 

地盤ばね要素を管路に接続 
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4-2-1 管軸方向の剛性低下を考慮した地盤ばね特性 

 

（1）土質試験結果に基づく地盤剛性低下の設定方法 

最初に、管軸方向での地盤の剛性低下設定方法について述べる。図 4-2に、地

盤の剛性低下を考慮した地盤ばね特性の概要図を示す。図 4-2に示す荷重は、管

と地盤との摩擦力である。地盤の剛性低下を考慮した場合には、地盤ばね定数

や荷重の低下を考慮する必要があると考えた。また、最大荷重発生前、最大荷

重発生後で地盤ばね特性の傾向が異なるものとした。最大荷重発生前は、管路

と地盤との相対変位が増加するにつれて地盤ばね定数が二次関数に沿って低下

すると仮定した。一方で、最大荷重発生後は相対変位の増加に伴い荷重が低下

して最終的に荷重が 0 となると仮定した。この仮定に基づき地盤の剛性低下を

考慮した地盤ばね特性を設定するためには、最大荷重、最大荷重発生時の相対

変位、および盛土崩壊時の相対変位に対する荷重の低下率が必要となる。本研

究では、野々山らの一面せん断試験結果 1)を引用して、それぞれの値を決定した。 

図 4-3に地盤の一面せん断試験の概要図を示し、図 4-4に野々山らが実施した

砂地盤を対象とした一面せん断試験におけるせん断変位とせん断応力との関係

を示す。野々山らの試験の 6 ケースは、垂直荷重または砂の相対密度がそれぞ

れ異なる。試験結果より、せん断変位に対するせん断応力の変化傾向が本研究

で仮定する地盤の剛性低下状況と合致すること、および盛土崩壊時の管軸方向

における地盤状況を一面せん断試験での地盤のせん断状況で模擬できると考え

られることから、野々山らの試験結果を引用することとした。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4-2 地盤の剛性低下を考慮した地盤ばね特性の概要 
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図 4-4の case4 を例に、地盤の剛性低下を考慮した地盤ばね特性の設定に必要

な値の算出方法を説明する。単位長さあたりの最大荷重 FDは，一面せん断試験

時の最大せん断応力 τD、および供試体の単位長さあたりの断面積 Au（= 60mm
2
/ 

mm）を用いて、式(4-1)より算出した。Au は供試体の断面積を供試体の横幅で除

した値である。最大荷重発生時の相対変位は、最大せん断応力発生時のせん断

変位 δDと同じものとした。盛土崩壊時の荷重低下率 Sdl は、最大せん断応力発生

時、および試験での最大せん断変位 15mm 発生時のせん断応力、せん断変位を

用いて、式(4-2)より算出した。  

 

D D uF A                                         (4-1) 

              
 15

15

D u

dl

D

A
S

 







                                  (4-2) 

図 4-3 一面せん断試験の概要 

垂直荷重 

加圧板 

反力板 

供試体 

せん断荷重 

τD 

δ

D 

S 

case1 case2 case3 case4 case5 case6

垂直応力 σ v （kPa） 32 52 86 32 52 86

相対密度 D r （%） 13 78

図 4-4 野々山らが実施した一面せん断試験における 

    せん断変位とせん断応力との関係 
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τ15 はせん断変位 15mm 発生時のせん断応力である。表 4-1 に、一面せん断試

験 6 ケースにおける単位長さあたりの最大荷重、相対変位、荷重低下率を示す。 

 

（2）解析対象位置への適用 

解析対象位置での地盤の剛性低下を考慮した地盤ばね特性の設定に必要な値

を求めるため、解析対象位置の相対密度、および管体に作用する垂直応力を算

出した上で、表 4-1 に示す 6 ケースの一面せん断試験より算出した値を線形補間

した。相対密度は第 2 章で説明した通り、解析対象位置の微地形区分より N 値

を推定した上で換算した。また、垂直応力 σv は管中心深さにおいて土荷重によ

り発生する応力と想定して，式(4-3)より算出した。 

  

                 
2

v t

D
H 
 

  
 

                          (4-3) 

 

4-2-2 管軸直交方向の剛性低下を考慮した地盤ばね特性 

 

管軸直交方向では、盛土崩壊時の地盤状況は一面せん断試験での地盤のせん

断状況と異なるものと考えられる。ただし、管軸直交方向においても地盤の剛

性低下を考慮した地盤ばね特性を設定するために、ある仮定を基に単位長さあ

たりの最大荷重、最大荷重発生時の相対変位、最大荷重発生後の荷重低下率を

求める必要がある。一方で、盛土崩壊区間外側の地盤をモデル化するために用

いた ALA の式を基にした従来の地盤ばね特性では、管軸方向、管軸直交方向共

に単位長さあたりの最大荷重や最大荷重発生時の相対変位が算出されているた

め、地盤ばね特性に関する管軸方向と管軸直交方向との関係を把握することが

可能である。そこで、ALA の式を基にした地盤ばね特性における管軸方向と管

軸直交方向との関係を活用して、管軸直交方向における地盤の剛性低下を考慮

case1 case2 case3 case4 case5 case6

垂直応力 σ v（kPa） 32 52 86 32 52 86

相対密度 D r(%)

単位長さあたりの最大荷重

 　F D（N/mm）

相対変位 δ D（mm） 13.4 9.1 11.4 3.6 3.7 5.3

荷重低下率 S dl（N/mm
2） 0 -0.011 0 -0.035 -0.028 -0.071

13 78

2.5 3 5.1 3.8 4.7 5.9

表 4-1 一面せん断試験 6ケースより算出される値 
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した地盤ばね特性を設定した。 

管軸直交方向における単位長さあたりの最大荷重、相対変位については、ALA

の式を基にした地盤ばね特性における管軸方向と管軸直交方向との定量的な関

係が、地盤の剛性低下を考慮した地盤ばね特性においても成り立つものと仮定

した。管軸直交方向における地盤の剛性低下を考慮した単位長さあたりの最大

荷重 FD2、相対変位 δD2 を、それぞれ式(4-4)、(4-5)より求めた。 

 

2
2 1

1

D D

F
F F

F
                                      (4-4) 

2
2 1

1

D D


 


                                      (4-5) 

 

FD1、δD1 は、管軸方向における地盤の剛性低下を考慮した単位長さあたりの最

大荷重、相対変位である。 

一方で、管軸直交方向の荷重低下率については、ALA の式を基にした地盤ば

ね特性における管軸方向と管軸直交方向との定性的な関係が、地盤の剛性低下

を考慮した地盤ばね特性においても成り立つものと仮定した。図 4-5に、ALA

の式における管軸方向および管軸直交方向での単位長さあたりの地盤ばね定数

を示す。本研究では、盛土崩壊を受けた管路挙動解析を全て土被り H=1.2m、管

外径 D=425.6mm の条件で実施したため、ここではそれらの値を用いて地盤ばね

定数を算出した。図 4-5より地盤ばね定数は土の内部摩擦角に依存して変化する

が、いずれの内部摩擦角でも地盤ばね定数は管軸方向の値よりも管軸直交方向

の値が小さいことが確認できる。ここで、地盤ばね定数，地盤の剛性低下を考

慮した場合の荷重低下率共に相対変位に対する荷重の変化割合を示す指標であ

ることから、荷重低下率においても管軸方向の値よりも管軸直交方向の値が小

さいものと仮定した。さらに、ALA の式を基にした地盤ばね特性を用いて地盤

の剛性低下を考慮した場合における管軸方向と管軸直交方向との関係を設定す

ることとしたため、管軸直交方向の荷重低下率 Sdl2 は、F1、F2、および管軸方向

の荷重低下率 Sdl1 を用いて式(4-6)より求めた。 

 

1
2 1

2

dl dl

F
S S

F
                                     (4-6) 
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4-3 管路への外力負荷方法 

 

盛土崩壊時には管路周辺地盤の変形が顕著であるため、崩壊後の地盤変位を

正確に計測することは非常に困難である。一方で、盛土崩壊時に管路に作用す

る外力を定式化できれば、盛土崩壊に伴う管路挙動の予測が可能となると考え

られる。また、他の地盤変状タイプと異なり、盛土崩壊区間で地盤の剛性低下

を考慮すれば崩壊前後で地盤に対する管自重の影響力が変化することから、管

自重を解析で考慮する必要があると考えられる。そのため、盛土崩壊時に管路

に作用する土荷重、管自重をそれぞれ算出し、それらの荷重の影響を受けた管

路挙動を求めることとした。 

 

4-3-1 土荷重の算出方法 

 

本研究では、盛土崩壊領域のうち図 4-6に示す管路影響領域の地盤が管路に影

響を及ぼすものとした。ここでは、式(4-7)より土被り H、管外径 D、盛土崩壊

面の角度 θを使用して、管路1mあたりの管路影響領域の体積VIを算出し、式(4-8)

より、土の単位体積重量 γt を使用して管路 1m あたりに負荷される土荷重 Fs を

算出した。  
 

2

2 2

sin 2
I

D D
H

V D





   
   

                   (4-7) 

 sintIs CVF                        (4-8) 
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 図 4-5 土の内部摩擦角と地盤ばね定数との関係 
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本研究では、盛土崩壊時には管路周辺地盤の急激な変化により衝撃力を加味

した土荷重が管路に作用するものと考えた。C は衝撃係数であり、2 とした 3)
 。

また、盛土崩壊面の角度 θ は計測されていないため、ここでは 45°とした。 

 

4-3-2 管自重の算出方法 

 

管路 1m あたりに負荷される管自重 Fe は、式(4-9)より算出した。  

 

                          wpe FFF                                         (4-9) 

                            g
L

W
F

p

p                                          (4-10)  

  

2

4
I

w w

D
F                                        (4-11)                                                                              

 

Fp は管路 1m あたりの管体重量、W は管 1 本あたりの質量、Lp は管長、g は重

力加速度、Fw は管路 1m あたりの管内部の水の重量、DI は管内径、γw は水の単

位体積重量である。  

 

4-3-3 管路モデルへの外力負荷方法 

 

 図 4-7に、解析モデルへの外力負荷方法を示す。盛土崩壊区間外側では、管自

重を管軸直交方向から管路に直接与えた。一方で、盛土崩壊区間では管軸直交

方向に作用する地盤反力と同様に、土荷重も管と地盤との相対変位の増加に伴

盛土崩壊方向 
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図 4-6 盛土崩壊時に管路に影響を及ぼす領域 
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い低下するものと想定した。図 4-8に、管軸直交方向における相対変位と地盤反

力および土荷重との関係を示す。図 4-8に示す通り、土荷重そのものは地盤反力

が減少に転じた時点から減少し、地盤反力が 0 となった時点で土荷重も 0 とな

り管自重に等しくなるものとした。ただし、本研究で使用した解析ソフトでは

必要な精度で土荷重の低下を考慮することが困難であることが判明した。 

そこで、土荷重を直接管路に負荷する方法とは別の方法で、管路挙動解析を

実施することとした。第 2 章で扱った液状化、および第 3 章で扱った断層を受

けた管路挙動を解析対象とする場合には、計測された地盤変位を地盤質点に与

えることで管路挙動を求めた。そこで、図 4-9に示す通り盛土崩壊による管路変

位発生時点での土荷重を管路に与えた場合と管路挙動が同等となるように、盛

土崩壊区間の地盤質点に変位 Dm を与えることとした。Dm は、盛土崩壊による

管路変位後に管路に負荷される管路 1m あたりの土荷重 Fms、管軸直交方向での

管路 1m あたりの地盤反力 FmD、および管軸直交方向の相対変位 δm2 を用いて式

(4-12)より算出した。 

2gm

ems
m

K

FF
D


                              (4-12) 

2

2

m

m D
gm

F
K


                                (4-13) 

 

 Kgm2 は、管軸直交方向での盛土崩壊による管路変位後の地盤ばね定数である。

ここで、Fms、FmD、δm2 は図 4-8 に示す通り、地盤反力が最大となる時点での相

対変位 δ2 から地盤反力が 0 となる時点での相対変位 δF0 までの範囲で、管路 1m

あたりに管路に負荷される初期の土荷重 Fs や管自重 Fe 等を用いて、係数 a、b

より内分して求めた。これより、盛土崩壊区間の地盤質点に与える変位 Dm は、

土荷重および地盤反力の低下を考慮したものと考えることができる。なお、a、

b の設定方法は後述する。 

 

 

 

 

 

 

 

図 4-7 管路への外力負荷条件 
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4-4 盛土崩壊を受けた管路挙動解析方法の妥当性確認 

 

盛土崩壊現場である解析対象位置で計測された管軸直交方向の管路変位量を

対象に、計測値と解析値を比較することで、盛土崩壊を受けた管路挙動解析方

法の妥当性を確認した。  

 

4-4-1 対象事例  

 

対象とした事例は、秋田県秋田市で 2004 年の台風 21 号による盛土崩壊に伴

い耐震継手ダクタイル鉄管が露出した事例 4)である。盛土崩壊発生位置では、管

路変位量や継手屈曲角、継手伸縮量が計測された。図 4-10(a)に盛土崩壊後の管

路露出状況を示す。盛土崩壊現場では、呼び径 400 SII 形ダクタイル鉄管が埋設

されており、図 4-10(b)の通り盛土崩壊により管路には最大で管軸直交水平方向
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図 4-9 盛土崩壊区間での外力負荷条件 

図 4-8 盛土崩壊区間での相対変位と土荷重および地盤反力との関係 
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に 0.65m、管軸直交鉛直方向に 0.8m の変位が発生した。今回の解析では管路モ

デルの直交方向より外力を負荷するため、解析の収束性確保のため管路モデル

両端部を固定する必要がある。そこで、解析結果が管路モデル両端部を固定し

た条件の影響を受けないようにするため、盛土崩壊区間 15.9m と比較して十分

に大きい 162m（定尺 6m 管×27 本）区間を解析対象区間とした。 

解析対象とする呼び径 400 SII 形の継手構造を図 4-11に示し、SII 形の継手ば

ね特性を図 4-12に示す。SII 形は現在製造が終了しているため、継手ばね特性が

得られない項目については、同じ耐震継手ダクタイル鉄管である NS 形の値を用

いた 5)。表 4-2 に解析条件を示し、図 4-13 に解析対象位置での地盤ばね特性を

示す。図 4-13 には、提案式による地盤の剛性低下を考慮した地盤ばね特性、お

よび ALA の式に基づく地盤ばね特性それぞれ示した。なお、解析対象位置での

微地形区分は、「丘陵」であった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4-10 盛土崩壊後の管路状況 

 

(a) 管路露出状況 

0.65m 

0.8m 

変位前の管路 

変位後の管路 

(b) 管路最大変位量 

図 4-11 SII 形継手の構造 
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表 4-2 解析条件 

 

図 4-13 解析対象位置での地盤ばね特性 
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図 4-12 呼び径 400 SII 形の継手ばね特性 
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 S a 1 1,095  (kN/m) S b 3,488,000  (kN/m) S c 1 1.84 (kN・m/ °)

S a 2 370,848  (kN/m) S c 2 40.37 (kN・m/ °)

δ a 50 (mm) δ c 5.1 (°)

管軸方向ばね せん断方向ばね 回転方向ばね
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4-4-2 管路変位の解析結果 

 

解析対象位置で計測された管軸直交方向の管路変位を対象として、解析結果

と計測結果とを比較した。本研究では、盛土崩壊区間の地盤質点に変位 Dmを与

えて管路挙動解析を実施したが、図 4-8 に示す係数 a、b の値を設定する必要が

ある。ただし、係数 a、b の値を設定するための知見は得られていないため、a、

b の値を変化させて管路挙動解析を実施し、計測値との関係を確認することとし

た。図 4-14に、管路変位の解析値を示す。係数 a、b の値を変化させた 4 ケース

の解析値を示した。また、図 4-14 中には盛土崩壊現場における管路変位の計測

値を併せて示した。なお、結果は管路の鉛直方向、水平方向それぞれで示し、

鉛直方向の結果は管路が沈下する方向を負の値とした。 

図 4-14中のケース A は係数 a を 0、b を 10 としたケースであるが、このケー

スでは最大管路変位の解析値は計測値の 1/4 程度となった。これより、盛土崩壊

初期の土荷重や地盤反力が低下していない状態では、管路変位が小さく実現象

と大きく異なることが確認できる。 

ケース B～D では地盤質点に与える変位が大きくなるにつれ、管軸直交鉛直方

向、水平方向共に最大管路変位が増加し計測値に近づいていることがわかる。

また、両方向共に解析において管路が最も大きく変位する位置は管路基点から

30m の継手位置であり、計測値と一致した。ただし、管路に変位が発生する範

囲はケース B～D でいずれも 24m 程度であり、計測値と比較して小さい結果と

なった。特にケース D では、管軸直交水平方向の最大管路変位解析値は計測値

より大きいものの、管路に変位が生じる範囲が計測値と比較して小さいため、

地盤質点への入力変位を過大に想定している可能性が高い。一方で、ケース C

では最大管路変位の解析値は計測値と比較して小さいものの、管路に変位が生

じる範囲が計測値に近づけば、解析値は計測値の再現性が向上する可能性が高

いと考えられる。以上より、以降の検討では係数 a、b をケース C で設定した値

a=0.6、b=9.4 とし、管路挙動の計測値と盛土崩壊区間との関係を基に、計測値

の再現性向上を検討することとした。 

 

4-4-3 管路挙動と盛土崩壊区間との関係に関する考察 

 

図 4-15に管路変位の解析値、計測値を盛土崩壊区間と併せて示す。図 4-15よ

り、計測値は盛土崩壊区間より 5～10m 程度外側の範囲でも、管路に大きな変位

が発生していることが確認できる。これより、盛土崩壊区間の外側でも一定の 
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区間では、崩壊には至っていないものの地盤の変形に起因してある程度地盤の

剛性が低下しており、そのため管路に大きな変位が生じたと考えられる。一方

で解析では、盛土崩壊区間のみ地盤の剛性低下を考慮したため、盛土崩壊区間

外側では管路に生じる変位が計測値と比較して小さくなったと推測される。 
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図 4-14 管路変位の解析結果 
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4-5 盛土崩壊区間外側での地盤の剛性低下検討 

 

本研究では図 4-1 に示した通り、盛土崩壊区間では地盤の剛性低下を考慮した

地盤ばね特性を、盛土崩壊区間外側では ALA の式に基づく地盤ばね特性をそれ

ぞれ用いて、盛土崩壊時の管路変位を求めた。計測による管路変位の発生区間

と盛土崩壊区間との関係より、盛土崩壊区間の外側でも一定の区間では、両者

の地盤ばね特性を内分した性質を有する地盤ばねを用いれば、より実現象に近

い条件での解析が可能であると考えられる。そこで、このような区間を崩壊危

険区間とし、崩壊危険区間での地盤の剛性低下について検討した。 
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図 4-15 管路変位と盛土崩壊区間との関係 
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4-5-1 検討条件 

  

 崩壊危険区間の長さをどの程度とすればよいか検討した事例はないため、崩

壊危険区間は盛土崩壊区間 15.9m よりも短く、盛土崩壊区間の両側に等距離で

分布するものと仮定した。解析対象である呼び径 400 SII 形ダクタイル鉄管は管

長が6mであるため、ここでは管1本分である6mを崩壊危険区間の長さとした。 

図 4-16に、崩壊危険区間の地盤ばね特性を示す。ALA の式に基づく従来の地

盤ばね特性、および地盤の剛性低下を考慮した地盤ばね特性それぞれの単位長

さあたりの最大荷重 F、相対変位 δ を 1:1、2:1、3:1 に内分した点を、ケース 1

～3 の単位長さあたりの最大荷重、相対変位とした。また、ケース 1～3 におい

ても、最大荷重発生後は相対変位の増加に伴い荷重が低下して最終的に荷重が 0

となるものと仮定し、荷重低下率は地盤の剛性低下を考慮した地盤ばね特性と

同一の値とした。表 4-3 に管軸方向、管軸直交方向におけるケース 1～3 の単位

長さあたりの最大荷重、相対変位、荷重低下率をそれぞれ示す。 

 

4-5-2 検討結果 

 

（1）管路変位 

 図 4-17に、ケース 1～3 の地盤ばね特性を用いて算出した管軸直交方向におけ 

負の地盤ばね定
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 Sgm 

相対変位 
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あたりの荷重 
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FD 
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F2 
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図 4-16 崩壊危険区間の地盤ばね特性 

 

ALA の式を基にした従来の地盤ばね特性 

提案式による剛性低下を考慮した地盤ばね特性 

ケース 1         ケース 2         ケース 3 

単位長さあたりの最大荷重 F 相対変位 δ

ケース1 F：F D =1：1の内分点 δ：δD =1：1の内分点

ケース2 F：F D =2：1の内分点 δ：δD =2：1の内分点

ケース3 F：F D =3：1の内分点 δ：δD =3：1の内分点
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る管路変位の解析結果を示す。なお、計測結果および崩壊危険区間を考慮しな

い場合の解析結果を併せて示した。 

崩壊危険区間において地盤の剛性を低下させたケース 1～3 の解析値は、崩壊

危険区間を考慮しない解析値と比較して、最大管路変位そのものは大きくは増 
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最大荷重 F （N/mm） （mm） S dl （N/mm
2） 最大荷重 F （N/mm） （mm） S dl （N/mm

2）

ケース1 7.4 7 41.4 118.9

ケース2 5.9 8.02 32.8 136.9

ケース3 5.1 8.55 28.6 145.9

管軸方向 管軸直交方向

-0.014 -0.0025

表 4-3 崩壊危険区間を考慮した各ケースでの地盤ばね特性 
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図 4-17 崩壊危険区間を考慮した管路変位 
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加しないものの、崩壊危険区間である基点から 18～24m の範囲では管路変位が

増加し、計測値に近づく結果となった。今回の検討条件では、鉛直方向での最

大管路変位、および水平方向における基点から 18～24m の範囲での管路変位に

関して、ケース 3 の解析値が最も計測値の再現性が高いといえる。ただし、管

路基点から 42m の管路位置では計測値は管路変位が生じているものの、ケース

3 の解析値は管路変位が生じておらず、傾向が異なる。本研究では、盛土崩壊区

間、崩壊危険区間でそれぞれ地盤ばね特性を同一としており、局所的な地盤特

性の違いは考慮していない。そのため、解析対象区間の一部では計測値と解析

値に違いが生じるものと考えられる。以上より、以降の検討では最も計測値の

再現性が高いケース 3 を対象に、継手屈曲角および継手伸縮量の比較結果を述

べる。 

 

（2）継手屈曲角 

図 4-18 に、継手屈曲角の解析結果を計測結果と併せて示す。継手屈曲角は、

管軸直交方向の管路変位と密接に関係するものである。継手が大きく屈曲した

管路基点から 18m、30m、36m の継手位置では、解析値は計測値に概ね近い値で

あるため、これらの位置では計測値の再現性が高いといえる。一方で、管路基

点から 42m の継手位置では、計測値と比較して解析値は 2 倍程度大きな値とな

った。また、管路基点から 48m の継手位置では、解析では継手がほとんど屈曲

していないことが確認される。これより、実際には管路基点から 42m、48m に

位置する 2 つの継手が屈曲することで盛土崩壊に起因する地盤変状に追従して

いるが、解析では管路基点から 42m の継手のみが集中して屈曲しているといえ

る。 
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図 4-18 継手屈曲角の比較結果 
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（3）継手伸縮量 

継手伸縮量は、管軸方向の管路挙動を示すものである。図 4-19 に、継手伸縮

量の解析結果を計測結果と併せて示す。継手の伸び量を正の値で、縮み量を負

の値で示した。解析対象とした呼び径 400 SII 形は、接合状態から最大 60mm ま

で小さな力で継手が伸縮し、60mm まで伸縮すれば金属同士が接触して大きな力

に耐える構造を有する。図 4-19 より、継手の伸びが発生した範囲や全ての継手

が小さな力で伸縮する範囲に収まっている状況が計測値と解析値で一致してい

ることがわかる。また、管路基点から 36m の継手位置では計測値に対して解析

値は 2 倍程度大きく継手が伸びる結果となったものの、管路変位が最も大きく

なった管路基点から 30m の継手位置では解析値は計測値と概ね近い結果となっ

た。  

管路変位、継手屈曲角、継手伸縮量を対象に計測値と解析値を比較した結果

より、一部では両者が乖離しているものの、管路変位や継手屈曲角が大きい位

置では、解析値は計測値の再現性が高いことが確認できる。以上より、本研究

で検討した盛土崩壊時の地盤の剛性低下を考慮した管路挙動解析方法は妥当と

判断した。 

 

4-6 4 章のまとめ 

 

本章では、土質試験の結果を引用して地盤の剛性低下を考慮した地盤ばねモ

デルを作成し、盛土崩壊時の管路挙動を解析する方法を検討した。その上で、

解析方法の妥当性を検証した。以下に、明らかとなったことを述べる。 

 

図 4-19 継手伸縮量の比較結果 
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1) 2004 年の台風 21 号による盛土崩壊に伴い耐震継手ダクタイル鉄管が露出し

た事例を模擬して管路挙動解析を実施した。盛土崩壊時には地盤の大変形が

進行するため、解析では一面せん断試験の結果を引用して地盤の剛性低下を

考慮した地盤ばね特性を設定した。解析の結果、盛土崩壊区間で地盤の剛性

低下を考慮することで管軸直交方向に大きな管路変位が生じ、計測値に近づ

く結果が得られた。 

2) 盛土崩壊区間の外側でも一定の区間で地盤の剛性低下を考慮すれば、管路変

位に関して解析値は計測値を比較的精度良く再現できることがわかった。そ

のため、盛土崩壊区間に加え，盛土崩壊区間の外側でも地盤の剛性低下を考

慮する必要があることが判明した。以上より、本研究で検討した盛土崩壊時

の地盤の剛性低下を考慮した管路挙動解析方法は妥当と判断した。 
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第 5 章 国内で発生した地盤変状が耐震継手ダクタイル 

鉄管に及ぼす影響分析 
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第5章 国内で発生した地盤変状が耐震継手ダクタイル鉄管に及ぼす

影響分析 

 

5-1 はじめに 

 

第 2 章から第 4 章では、液状化、断層、盛土崩壊に起因する地盤変状を受け

た耐震継手ダクタイル鉄管の挙動解析方法について述べ、解析方法が妥当であ

ることを確認した。今までに耐震継手ダクタイル鉄管は液状化、断層、盛土崩

壊に起因する地盤変状を受けて管体の破断や漏水といった被害は報告されてい

ない。ただし、今後は耐震継手ダクタイル鉄管が今まで経験したことがないよ

うな大規模な地盤変状を受けることも十分に考えられる。そこで本章では、大

規模な地盤変状データが記録された地盤変状事例を対象に、地盤変状発生地点

に耐震継手ダクタイル鉄管が埋設されていたものと想定して、地盤変状を受け

た管路挙動を数値解析により予測した。それらの結果を分析することで、従来

は異なるタイプとして分類される地盤変状事例を同一の分類で扱うことが可能

か検討した。さらに、特別な地盤変状対策が必要な場合に得られた知見を活用

した検討方法を提案し、その有効性を確認した。 

 

5-2 対象とする地盤変状事例 

 

 本章で対象とする地盤変状事例は、液状化、断層、盛土崩壊に起因する事例

である。現在まで、地震に起因して発生した地盤変状事例に関して、多くのデ

ータが収集、記録されている。本研究では、今まで記録された地盤変状事例の

うち、主に大規模な地盤変状事例を中心に可能な限りデータを収集し、活用す

ることとした。 

 

5-2-1 液状化に起因する地盤変状事例 

 

表 5-1に、本研究で対象とする液状化に起因する地盤変状事例を示す 1) 2)。地

盤変状事例のうち管軸圧縮方向に地盤変位が生じる事例は、ケース名を赤色で

示した。液状化が発生したエリアでは、水平方向、鉛直方向共に複数の地盤変

位が計測されている。本研究では、地盤変位計測地点 2 地点での地盤変位より

算出される相対地盤変位を基に、検討を進めた。図 5-1に本研究で対象とする事

例であるケース A1～A14、およびケース B1～B15 における水平方向相対地盤変 



 - 75 - 

 

位と鉛直方向相対地盤変位を示す。図 5-1より、多くのケースで鉛直方向相対地

盤変位と比較して水平方向相対地盤変位が明らかに大きいため、水平方向相対

地盤変位が管路挙動に大きな影響を及ぼすと考えられる。また、本研究で対象

とした地震の 1 つである 1995 年兵庫県南部地震時に計測された地盤変位の計測

精度は、水平方向に 33cm、鉛直方向に 53cm であったことから 2)、水平方向の

計測誤差は鉛直方向の計測誤差と比較して 1/2 程度と小さいことが確認される。

そのため、本研究では水平方向の地盤変位のみを使用した。 

管軸方向平均 管軸方向

地盤ひずみ 相対地盤変位

（%） （m）

1964年新潟地震 海老ヶ瀬・大潟 旧河道 25.2 3.1 A1

1983年日本海中部地震 能代市南部 砂丘 21.9 1.2 A2

1964年新潟地震 松浜・下山・新川 自然堤防 20.3 5.1 A3

1964年新潟地震 新潟駅 三角州・海岸低地 9.5 2.1 A4

1983年日本海中部地震 能代市北部 砂丘 4.9 1.7 A5

1964年新潟地震 新潟港 砂州・砂礫洲 4.7 1.3 A6

1995年兵庫県南部地震 六甲アイランド 埋立地 3.8 1.3 A7

1995年兵庫県南部地震 深江浜 埋立地 3.7 1.4 A8

1995年兵庫県南部地震 西宮浜 埋立地 3.6 1.2 A9

1995年兵庫県南部地震 ポートアイランド 埋立地 3.1 1.5 A10

1995年兵庫県南部地震 芦屋浜 埋立地 2.9 1.2 A11

1995年兵庫県南部地震 住吉浜・御影浜 埋立地 2.5 1.3 A12

1964年 新潟地震 信濃川下流 砂丘 2.0 2.1 A13

1995年兵庫県南部地震 魚崎浜 埋立地 1.7 1.6 A14

地震 液状化発生エリア 微地形区分
ケース

名

表 5-1 液状化に起因する地盤変状事例 

（黒文字:管軸引張方向に地盤が変位・赤文字:管軸圧縮方向に地盤が変位） 

 (a) 2 地点間の管軸方向平均地盤ひずみが最大の事例 

 

管軸直交方向 管軸直交方向

平均地盤ひずみ 相対地盤変位

 （%） （m）

1983年日本海中部地震 能代市南部 砂丘 33.0 4.7 B1

1964年新潟地震 海老ヶ瀬・大潟 旧河道 11.9 4.9 B2

1964年新潟地震 松浜・下山・新川 自然堤防 9.8 2.5 B3

1964年新潟地震 信濃川上流 三角州・海岸低地 8.5 3.4 B4

1964年新潟地震 新潟駅 三角州・海岸低地 8.3 1.2 B5

1964年新潟地震 新潟港 三角州・海岸低地 5.1 0.9 B6

1964年新潟地震 信濃川下流 砂丘 4.2 4.5 B7

1995年兵庫県南部地震 芦屋浜 埋立地 4.1 0.9 B8

1995年兵庫県南部地震 深江浜 埋立地 3.2 1.8 B9

1995年兵庫県南部地震 六甲アイランド 埋立地 2.8 1.0 B10

1995年兵庫県南部地震 ポートアイランド 埋立地 2.7 1.3 B11

1995年兵庫県南部地震 西宮浜 埋立地 2.5 2.0 B12

1983年日本海中部地震 能代市北部 砂丘 1.7 0.2 B13

1995年兵庫県南部地震 住吉浜・御影浜 埋立地 1.7 1.0 B14

1995年兵庫県南部地震 魚崎浜 埋立地 1.2 1.4 B15

地震 液状化発生エリア 微地形区分
ケース

名

(b) 2 地点間の管軸直交方向平均地盤ひずみが最大の事例 
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液状化地盤に埋設された管路は地盤ひずみの影響を大きく受けると考えられ

るため 2)
 、液状化に起因する地盤変状は液状化発生エリアごとに最も地盤ひず

みが大きい事例を管軸方向、管軸直交方向それぞれで抽出し、ケース A、B とし

た。事例の抽出にあたり、図 5-2 の通り地盤変位が計測された 2 地点間に管路が

埋設されているものと想定して、各地点の地盤変位を管軸方向、管軸直交方向

に分解した。その上で、2 地点間の距離 L および管軸、管軸直交方向の相対地盤

変位 Dra、Drt より、2 地点間の平均地盤ひずみを管軸方向、管軸直交方向それぞ

れで求めた。式(5-1)、(5-2)に、管軸方向平均地盤ひずみ εa、管軸直交方向平均

地盤ひずみ εt の算出式を示す。 

 

                           /a raD L                               (5-1) 

/t rtD L                               (5-2)

  

図 5-1 液状化に起因する地盤変状事例における水平方向相対 

地盤変位と鉛直方向相対地盤変位 

（a）2 地点間の管軸方向平均地盤ひずみが最大の事例 

 

（b）2 地点間の管軸直交方向平均地盤ひずみが最大の事例 
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5-2-2 断層に起因する地盤変状事例 

 

表 5-2に、本研究で対象とする断層に起因する地盤変状事例を示す 3)～8)。断層

が地表に出現した場合には、地震断層ごとに複数の断層出現地点で水平方向、

鉛直方向の地盤変位が計測されている。断層に起因する地盤変状は、地震断層

ごとに最も合成地盤変位が大きい事例を抽出した。合成地盤変位 Dsの算出式を、

式(5-3)で示す。 

                               
vhs DDD                     (5-3)                          

  

Dh は水平方向の地盤変位、Dv は鉛直方向の地盤変位である。 

断層と管路との交差角によって、管路の挙動は大きく異なることが確認され

ている 9) 。本報では、断層と管路との交差角を 90°（ケース C）および 45°とし

て、異なるタイプとして扱った。さらに、交差角を 45°とした場合は，記録を基

に管軸方向に管路が引っ張られる正断層タイプ、または管路が圧縮される逆断

層タイプに分類し、それぞれケース D、E とした。横ずれタイプの事例について

は、断層と管路との位置関係により引張力または圧縮力いずれも作用する可能

性があるため、正断層、逆断層両タイプを分析対象とした。なお、いずれのケ

ースにおいても、1 本の管の中央で断層と管路が交差するものとした。各事例に

おける管軸方向、管軸直交方向地盤変位 Da、Dt は、Ds および断層と管路との交

差角 θc を用いて、以下の式(5-4)、(5-5)より求めた。 

 

cosa s cD D                           (5-4) 

sint s cD D                           (5-5) 

 

 

 

 

管路 

 

地盤変位 

 

地盤変位 

 

地盤変位計測地点 

 

図 5-2 液状化事例における地盤変位と管路との位置関係 
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5-2-3 盛土崩壊に起因する地盤変状事例 

 

表 5-3に、本研究で対象とする盛土崩壊に起因する地盤変状事例を示す 10)～13)。

盛土崩壊時には、管路は土荷重により管軸直交方向に大きく変位すると考えら

れるため、盛土崩壊に起因する地盤変状については、土荷重を地盤変状の規模

を表す指標とした。図 5-3に盛土崩壊時に管路に影響を及ぼすと想定される領域

を示し、式(5-6)に盛土崩壊区間全体での土荷重 Fvs の算出式を示す。 

 

 sintvs CVF                        (5-6) 

  BSV                           (5-7) 

2

2

sin

2

2




























D

D

D
H

S                        (5-8) 

 

管軸直交方向 管軸方向 管軸直交方向 管軸方向 管軸直交方向

地盤変位（m） 地盤変位（m） 地盤変位（m） 地盤変位（m） 地盤変位（m）

1891年濃尾地震 根尾谷断層 山地 8.00 8.00 C1 5.66 5.66 D1 - - -

1891年濃尾地震 水鳥断層 砂礫質台地 7.21 7.21 C2 5.10 5.10 D2 - - -

1891年濃尾地震 梅原断層 谷底低地 5.28 5.28 C3 3.73 3.73 D3 - - -

1896年陸羽地震 千屋断層 丘陵 4.00 4.00 C4 - - - -2.83 2.83 E1

1927年北丹後地震 高橋断層 谷底低地 3.25 3.25 C5 2.30 2.30 D4 -2.30 2.30 E2

1891年濃尾地震 温見断層 山地 3.24 3.24 C6 2.29 2.29 D5 -2.29 2.29 E3

1891年濃尾地震 黒津断層 谷底低地 3.00 3.00 C7 2.12 2.12 D6 -2.12 2.12 E4

1896年陸羽地震 川舟断層 扇状地 2.80 2.80 C8 - - - -1.98 1.98 E5

1945年三河地震 横須賀断層 山地 2.79 2.79 C9 - - - -1.97 1.97 E6

1896年陸羽地震 太田断層 扇状地 2.47 2.47 C10 - - - -1.75 1.75 E7

1896年陸羽地震 白岩断層 扇状地 2.45 2.45 C11 - - - -1.73 1.73 E8

1945年三河地震 深溝断層 砂礫質台地 2.42 2.42 C12 - - - -1.71 1.71 E9

1927年北丹後地震 生野内断層 丘陵 2.29 2.29 C13 1.62 1.62 D7 -1.62 1.62 E10

2011年福島県浜通り地震 井戸沢断層 山地 2.27 2.27 C14 1.60 1.60 D8 - - -

2016年熊本地震 布田川断層 火山地 2.20 2.20 C15 1.56 1.56 D9 -1.56 1.56 E11

1927年北丹後地震 下岡断層 山地 2.19 2.19 C16 1.55 1.55 D10 -1.55 1.55 E12

1995年兵庫県南部地震 野島断層 砂礫質台地 2.14 2.14 C17 - - - -1.51 1.51 E13

1896年陸羽地震 生保内断層 山地 1.90 1.90 C18 - - - -1.34 1.34 E14

1927年北丹後地震 杉谷断層 丘陵 1.57 1.57 C19 1.11 1.11 D11 -1.11 1.11 E15

1943年鳥取地震 鹿野断層 扇状地 1.54 1.54 C20 1.09 1.09 D12 -1.09 1.09 E16

1927年北丹後地震 安断層 谷底低地 1.48 1.48 C21 1.04 1.04 D13 -1.04 1.04 E17

1978年伊豆大島近海地震 稲取断層 山麓地 1.17 1.17 C22 0.83 0.83 D14 -0.83 0.83 E18

1943年鳥取地震 吉岡断層 谷底低地 1.03 1.03 C23 0.73 0.73 D15 -0.73 0.73 E19

2014年長野県神城断層地震 神城断層 砂礫質台地 0.95 0.95 C24 - - - -0.67 0.67 E20

1927年北丹後地震 新治断層 丘陵 0.90 0.90 C25 0.64 0.64 D16 -0.64 0.64 E21

1927年北丹後地震 長岡断層 丘陵 0.82 0.82 C26 0.58 0.58 D17 -0.58 0.58 E22

2011年福島県浜通り地震 湯ノ岳断層 丘陵 0.76 0.76 C27 0.54 0.54 D18 - - -

2016年熊本地震 日奈久断層 ローム台地 0.75 0.75 C28 0.53 0.53 D19 -0.53 0.53 E23

1927年北丹後地震 山田断層 扇状地 0.73 0.73 C29 0.52 0.52 D20 -0.52 0.52 E24

1974年伊豆半島沖地震 石廊崎断層 山地 0.43 0.43 C30 0.30 0.30 D21 -0.30 0.30 E25

1998年岩手県内陸北部の地震 篠崎地震断層 火山山麗地 0.38 0.38 C31 - - - -0.27 0.27 E26

2004年新潟県中越地震 小平尾断層 砂礫質台地 0.30 0.30 C32 - - - -0.21 0.21 E27

2004年新潟県中越地震 六日町盆地西縁断層 谷底低地 0.20 0.20 C33 - - - -0.14 0.14 E28

地震 地震断層 ケース
名

微地形区分

合成地盤

変位

（m）

交差角90° 交差角45° 正断層タイプ 交差角45° 逆断層タイプ

ケース
名

ケース
名

表 5-2 断層に起因する地盤変状事例 

（黒文字:管軸引張方向に地盤が変位・赤文字:管軸圧縮方向に地盤が変位） 
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C は衝撃係数、γt は土の単位体積重量、θ は盛土崩壊面の角度、V は盛土崩壊

量、B は盛土崩壊区間の長さ、S は管路影響領域の断面積、H は土被り、D は管

外径である。本章では、H を 1.2m とした。また、第 4 章での検討と同様に、C

を 2、θを 45°とした。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

以上の方法より抽出した各事例を、ケースごとに地盤変状の規模が大きなも

のから順に並べ、表 5-1～表 5-3に示した。 

 

5-3 地盤変状を受けた管路挙動の分析方法 

 

5-3-1 分析対象とする継手管 

 

 本章で分析対象とする継手管は、耐震継手ダクタイル鉄管である NS 形とし

た。NS 形は呼び径 75～1000 まで 15 の口径区分で規格化されている。本章では、

対象呼び径を中央の口径区分である 400 とした。図 5-4に、呼び径 400 NS 形の

継手ばね特性を示す。なお、呼び径 400 NS 形の管 1 本の長さは 6m である。 

 

表 5-3 盛土崩壊に起因する地盤変状事例 

 崩壊区間 片側の崩壊危険 盛土崩壊量 土荷重

長さ（m） 区間の長さ（m）   （m
3） (kN)

1993年北海道南西沖地震 長万部町知来 砂礫質台地 100 48 77.9 1940 F1

2011年東北地方太平洋沖地震 会津若松市一箕 火山性丘陵 80 36 62.3 1499 F2

2011年東北地方太平洋沖地震 いわき市内郷内町 丘陵 40 18 31.2 771 F3

1993年釧路沖地震 厚岸町糸魚沢町 ローム台地 9 0 7.0 166 F4

1993年釧路沖地震 白糠町馬主来 砂礫質台地 5 0 3.9 97 F5

地震 地盤変状発生位置 微地形区分
ケース

名

盛土崩壊方向 

 

埋設管 

 

D



盛土法面 

 

H

図 5-3 盛土崩壊時に管路に影響を及ぼす領域 

盛土崩壊領域 

 
盛土崩壊により管路に 

影響を及ぼすと想定される領域 
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5-3-2 管路挙動解析方法 

 

図 5-5に、地盤変状のタイプ別での管路挙動解析条件を示す。液状化、断層変

位に起因する地盤変状については、それぞれ第 2 章、第 3 章で説明した通り地

盤質点に地盤変位を与えて解析を実施した。 

盛土崩壊に起因する地盤変状については、第 4 章で説明した通り他の地盤変

状タイプと異なり盛土崩壊区間および崩壊危険区間で地盤の剛性低下を考慮し

たため、崩壊前後で地盤に対する管自重の影響力が変化することから、管自重

を解析で考慮した。盛土崩壊区間外側では管自重を管軸直交方向から管路に直

接与え、盛土崩壊区間では地盤質点に変位を与えて管路挙動解析を実施した。  

 

 

地盤変位計測地点 1 

 

 

 

(a) 液状化 

       

 

地点 1左側の 
地盤質点を固定 

 

 

地盤変位計測地点 2 

 

 

 

2 地点間の地盤質点に 
地盤変位を線形的に遷移させて入力 

 

 

地点 2右側の 
地盤質点に地盤変位を入力 
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Sc1 

 

 

Sc2 

 

 

δc 

 

 

継手変位 

 
継手変位 

 

図 5-4 呼び径 400 NS 形の継手ばね特性 

 

回転方向継手ばね特性 

 

 

管軸方向継手ばね特性 

 

 

せん断方向継手ばね特性 

 

 S a 1 1,095  (kN/m) S b 3,488,000  (kN/m) S c1 2.13 (kN・m/ °)

S a 2 370,848  (kN/m) S c2 40.37 (kN・m/ °)

δ a 60 (mm) δ c 5.1 (°)

管軸方向ばね せん断方向ばね 回転方向ばね
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5-4 地盤変状を受けた管路挙動の分析結果 

 

耐震継手ダクタイル鉄管の挙動を示す項目として、軸力、継手屈曲角、軸方

向応力が挙げられる。表 5-4に解析対象とした呼び径 400 NS 形の軸力、継手屈

曲角、軸方向応力の許容値をそれぞれ示す 14)
 
15)。なお、本研究で対象とする軸

方向応力は、管軸方向に作用する引張応力、または圧縮応力を指す。また、本

研究で使用した解析ソフトでは管路の円周方向 8 点で軸方向応力が算出される

ため、管体に発生した曲げ応力を把握することも可能となる。 

事例ごとに得られた管路挙動解析結果より、軸力、継手屈曲角、軸方向応力

をそれぞれ抽出した上で、以下の分析を実施した。 

 

 

 

 

 

 

軸力（kN） 継手屈曲角（°） 軸方向応力（N/mm
2）

1,200 6 270

表 5-4 呼び径 400 NS 形の許容値 

図 5-5 管路挙動解析条件 

(c) 盛土崩壊 
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(b) 断層 

       

 

断層左側の 
地盤質点を固定 

 

 

断層右側の 
地盤質点に地盤変位を入力 

 

 

盛土崩壊区間 

 

 

 

崩壊危険 

区間 

 

 

 

盛土崩壊区間外の 
管路に管自重を負荷 

 

 

崩壊危険 

区間 

 

 

 

盛土崩壊区間外の 
地盤質点を固定 

 

 

盛土崩壊区間の地盤質点に 
変位を入力 
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5-4-1 事例比較に用いた物理量と管路挙動との関係 

 

 最初に、液状化、断層、盛土崩壊に起因する地盤変状事例の規模を比較する

ために用いた物理量である平均地盤ひずみ、合成地盤変位、土荷重と、管路挙

動を示す軸力、継手屈曲角、軸方向応力の最大値との関係を確認することで、

各物理量が管路挙動にどのような影響を及ぼすか分析した。 

 

（1）液状化に起因する地盤変状事例 

図 5-6 に、管軸方向平均地盤ひずみを用いて抽出した事例であるケース A1～

A14 を対象とした、管軸方向平均地盤ひずみと軸力、軸方向応力最大値との関

係を、相関係数と併せて示す。なお、許容値を図中の黒破線で示した。図 5-6

に示す通り、管軸方向平均地盤ひずみと軸方向応力最大値との間には正の相関

は強いものの、軸力最大値との間には強い相関が見られない結果となった。一

方で、図 5-7に示す通り、管軸方向の相対地盤変位と軸力最大値との間には強い

正の相関がある結果となった。耐震継手ダクタイル鉄管であれば、管軸方向に

局所的に大きな地盤ひずみが発生しても、複数の継手が伸縮して地盤変位を吸

収する。ただし、管路と地盤との間に管軸方向摩擦力が作用することで、図 5-8

に示す通り軸力は管路全体に均一に作用せず、2 つの地盤変位計測地点の中間位

置である 0m の管路位置で最大値が発生することとなる。なお、図 5-8中のケー

ス A3、A2 は、図 5-7で示した事例のうち、それぞれ管軸方向相対地盤変位が最

大、最小の事例である。図 5-8より、管軸方向の相対地盤変位が大きいほど伸縮

する継手の数が増えて軸力が発生する範囲が広くなり軸力最大値が大きくなる

ことが確認されることから、相対地盤変位と軸力最大値との間に強い正の相関 
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図 5-6 液状化に起因する事例における管軸方向平均地盤ひずみ

と管路挙動との関係 
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が見られると考えられる。 

図 5-9 に、管軸直交方向平均地盤ひずみを用いて抽出した事例であるケース

B1～B15 を対象とした、管軸直交方向平均地盤ひずみと継手屈曲角、軸方向応

力の最大値との関係を示す。両者共に、強い正の相関があることが確認できる。 
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図 5-7 液状化に起因する事例における管軸方向相対変位と 

軸力最大値との関係 
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(a) 継手屈曲角 

図 5-9 液状化に起因する事例における管軸直交方向平均地盤 

ひずみと管路挙動との関係 
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（2）断層に起因する地盤変状事例 

図 5-10に、合成地盤変位を用いて抽出した事例であるケース C1～C33、D1～

D21、E1～E28 を対象とした、合成地盤変位と軸力、継手屈曲角、軸方向応力の

最大値との関係を示す。図 5-10 より、断層と管路との交差角が 45°で逆断層タ

イプを想定したケース E では、合成地盤変位が増加すればいずれの項目の最大

値も単調に増加することがわかる。ケース C、D では、合成地盤変位の増加に伴

い軸力最大値は単調に増加するものの、合成地盤変位が 3m を超えれば合成地盤

変位が増加しても継手屈曲角最大値、軸方向応力最大値の増加量が小さくなる、

または減少する結果となった。ここで、図 5-11 に地盤変状発生地点の微地形区

分が「山地」であるケース C1、C6、C9、C14 を対象に、断層近傍での継手屈曲

角を比較した結果を示す。本報で分析対象としたケース C1～C33 のうち、ケー

ス C9 は継手屈曲角最大値が最も大きいケースである。図 5-11より、ケース C6、

C9、C14 では、断層に最も近い管軸方向の継手位置-3m、3m で、継手屈曲角が

最も大きい結果となった。また、継手位置-9m、9m では、合成地盤変位量が大

きいほど継手屈曲角が大きいことが確認される。一方で、ケース C1 では継手位 

図 5-10 断層に起因する事例における合成地盤変位と管路挙動との関係 

 

管路挙動分析項目との関係 
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置-9m、9m で、継手屈曲角が最も大きい。断層近傍では、断層を境に急激に地

盤変位が変化するため、管軸直交方向において地盤と管との相対変位が大きく

なり、管路に大きな地盤反力が作用して継手が大きく屈曲すると考えられる。

ケース C の場合、合成地盤変位量が大きくなれば管軸直交方向の管路変位量が

大きくなる。管路に作用する地盤反力が第 2 章の図 2-9 に示す地盤反力最大値

F2 に達すれば、隣り合う継手が大きく屈曲することで、より広い範囲で管路が

挙動して地盤変状に追従すると推測される。 

断層タイプの違いが管路挙動に及ぼす影響についても、詳細を確認した．図

5-12 に、1891 年濃尾地震の温見断層で計測された合成地盤変位を基に管路挙動

を解析した結果を断層タイプ別に示す。図 5-12(a)より、ケース C6、D5 では、

断層変位に伴い管路が管軸方向または管軸直交方向に引張力を受けるため、断

層近傍の複数継手が屈曲することで大きな地盤変位に追従していることが確認

される。一方で、ケース E3 では断層変位に伴い管路が管軸方向に圧縮力を受け

るため、管路が座屈に近い形で変位し断層に最も近い継手のみで大きく屈曲し
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図 5-12 ケース C～Eにおける管路挙動の比較結果 

(a) 管軸直交方向の管路変位量 (b) 継手屈曲角 

図 5-11 合成地盤変位が異なるケースを対象とした継手屈曲角の比較結果   
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ていることがわかる。そのため、図 5-12(b)の通り他のケースと比較してケース

E3 では局所的に大きな継手屈曲角が生じたと考えられる。 

 

（3）盛土崩壊に起因する地盤変状事例 

図 5-13に、盛土崩壊区間全体の土荷重を用いて抽出した事例であるケース F1

～F5 を対象とした、土荷重と軸力、継手屈曲角、軸方向応力の最大値との関係

を示す。図 5-13 より土荷重が増加すれば軸力や継手屈曲角の最大値は単調に増

加するものの、土荷重が 800kN を超えればそれらの最大値は概ね一定となるこ

とが確認される。土荷重が 800kN の時点では、盛土崩壊区間長は 40m 程度とな

る。これより、崩壊区間長が短ければ崩壊区間外側の地盤拘束力により管路挙

動が抑制されるものの、盛土崩壊区間長が 40m 程度となれは管路が大きく挙動

するものと考えられる。さらに崩壊区間長が増加しても、管路に影響を及ぼす

単位長さあたりの土荷重がいずれのケースでも同等であるため、管路変位は大

きくは増加せず管路挙動も概ね一定となると想定される。なお、いずれのケー

スでも軸力および軸方向応力の最大値が許容値を超えることはなかった。 
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図 5-13 盛土崩壊に起因する事例における土荷重と管路挙動との関係 

 

管路挙動分析項目との関係 
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5-4-2 地盤ばね特性の違いが管路挙動に及ぼす影響 

 

液状化に起因する地盤変状事例では平均地盤ひずみまたは相対地盤変位が、

断層に起因する地盤変状事例では合成地盤変位がそれぞれ管路挙動に大きな影

響を及ぼすことが確認できた。一方で、本研究では地盤変状発生地点の地盤特

性を考慮した地盤ばね特性を用いて数値解析により管路挙動を予測しているた

め、地盤ばね特性の違いが管路挙動にも影響を及ぼしていると考えられる。そ

こで、液状化または断層に起因する事例のうち、平均地盤ひずみや合成地盤変

位といった物理量と管路挙動との間に強い相関があるケースを抽出して、地盤

ばね特性が管路挙動に及ぼす影響を確認した。表 5-5に、確認対象としたケース

を示す。地盤ばね特性のうち、第 2 章の図 2-9で示す単位長さあたりの管軸方向

摩擦力最大値、または単位長さあたりの管軸直交方向地盤反力最大値を用いて

確認を実施した。なお、確認にあたり表 5-5 に示す物理量と管路挙動との関係か

らそれぞれ 1 次近似直線を作成し、各ケースのプロットと 1 次近似直線との距

離 LPL を式(5-9)より求めた。 

        
22

00

ba

cbyax
LPL




            (5-9) 

 

ここに、x0 は各ケースでの物理量、y0 は各ケースでの管路挙動確認項目の最大

値、a,b,c は 1 次近似直線 ax＋by＋c=0 の係数である。 

 

 

（1）軸力 

図 5-14に、ケース A を対象とした地盤ばね特性が軸力に及ぼす影響の確認結

果を示す。図 5-14(a)より、対象としたケース A1～A14 のうち、ケース A4 の管

軸方向摩擦力最大値が他のケースと比較して小さいことが確認できる。また、

図 5-14(b)、(c)よりケース A4 は他のケースと比較してプロットと 1 次近似直線

との距離が大きく、軸力最大値が小さいことがわかる。 

表 5-5 確認対象としたケース 

 確認No. ケース名 ケースの概要 物理量 管路挙動確認項目 用いる地盤ばね特性

1 ケースA 液状化に起因　管軸平均地盤ひずみ最大 相対地盤変位 軸力 管軸方向摩擦力最大値

2 ケースD 断層に起因　交差角45° 正断層タイプ 合成地盤変位 軸力 管軸方向摩擦力最大値

3 ケースE 断層に起因　交差角45° 逆断層タイプ 合成地盤変位 継手屈曲角 管軸直交方向地盤反力最大値

4 ケースE 断層に起因　交差角45° 逆断層タイプ 合成地盤変位 軸方向応力 管軸直交方向地盤反力最大値
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図 5-15に、ケース D を対象とした地盤ばね特性が軸力に及ぼす影響の確認結

果を示す。図 5-15(a)より、対象としたケース D1～D21 のうち、管軸方向摩擦

力最大値は他のケースと比較してケース D9 は高く、ケース D19 は低いことが

確認できる。また、図 5-15(b)、(c)よりケース D9 は他のケースと比較してプロ

ットと 1 次近似直線との距離が大きく、軸力最大値が大きいことがわかる。一

方で、ケース D19 では合成地盤変位が比較的小さいため、プロットと 1 次近似

直線との距離はケース D2 やケース D5 と同等であるものの、合成地盤変位が小

さい他のケースと比較すれば大きい結果となった。 

 以上より、確認対象としたケースにおいては、管軸方向摩擦力最大値が軸力

にも影響を及ぼすことが確認される。 

図 5-14 ケース Aの軸力を対象とした地盤ばね特性の影響確認結果 
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(b) 管軸方向相対地盤変位と軸力最大値との関係 
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(c) ケースごとのプロットと 1次近似直線との距離 
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（2）継手屈曲角 

図 5-16に、ケース E を対象とした地盤ばね特性が継手屈曲角に及ぼす影響の

確認結果を示す。図 5-16(a)より、対象としたケース E1～E28 のうち、管軸直交

方向地盤反力最大値は他のケースと比較してケース E11 は高く、ケース E23 は

低いことが確認できる。一方で、図 5-16(b)、(c)よりケース E11、E23 共にプロ

ットと 1 次近似直線との距離は他のケースと比較して同等もしくは小さいこと

がわかる。これより、確認対象としたケースにおいて管軸直交方向地盤反力最

大値が継手屈曲角に及ぼす影響は小さいことが確認される。ケース E は管軸方

向に圧縮力が作用する逆断層タイプの事例であるため、継手屈曲角は合成地盤

変位そのものに大きく依存するものと推測される。 
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図 5-15 ケース Dの軸力を対象とした地盤ばね特性の影響確認結果 

 

(a) ケースごとの単位長さあたりの管軸方向摩擦力最大値 

(b) 合成地盤変位と軸力最大値との関係 

(c) ケースごとのプロットと 1次近似直線との距離 
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（3）軸方向応力 

図 5-17に、ケース E を対象とした地盤ばね特性が軸方向応力に及ぼす影響の

確認結果を示す。ここでは、データの分布状況を考慮して境界値を設け、領域

ごとに 1 次近似直線を設定した。合成地盤変位が大きい領域ではデータ数を変

更してもデータに対する 1 次近似直線の決定係数の変化が小さかったため、境

界値は合成地盤変位が小さい領域においてデータに対する 1 次近似直線の決定

係数が最も高くなるように設定した。 

前述した通り、管軸直交方向地盤反力最大値は他のケースと比較してケース

E11 は高く、ケース E23 は低いことが確認できる。また、図 5-17(b)、(c)より 

図 5-16 ケース Eの継手屈曲角を対象とした地盤ばね特性の影響確認結果 

 

(a) ケースごとの単位長さあたりの管軸直交方向地盤反力最大値 

(b) 合成地盤変位と継手屈曲角最大値との関係 

(c) ケースごとのプロットと 1次近似直線との距離 
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ケース E11 は合成地盤変位が同等である他のケースと比較すればプロットと 1

次近似直線との距離が大きいものの、管軸直交方向地盤反力最大値が他のケー

スと同等であるケース E2 やケース E4 と比較してプロットと 1 次近似直線との

距離は同等となった。一方で、ケース E23 では他のケースと比較してプロット

と 1 次近似直線との距離が大きく、軸方向応力最大値が小さい結果となった。

以上より、確認対象としたケースにおいては、管軸直交方向地盤反力最大値が

軸方向応力に影響を及ぼすものの、合成地盤変位そのものにも大きな影響を受

けているといえる。そのため、軸力と比較すれば地盤ばね特性が軸方向応力に

与える影響は小さいと考えられる。 

図 5-17 ケース Eの軸方向応力を対象とした地盤ばね特性の影響確認結果 

 

(a) ケースごとの単位長さあたりの管軸直交方向地盤反力最大値 

(b) 合成地盤変位と軸方向応力最大値との関係 

(c) ケースごとのプロットと 1次近似直線との距離 
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5-4-3 地盤変状タイプの違いが管路挙動に及ぼす影響 

 

耐震継手ダクタイル鉄管は複数の継手が伸縮または屈曲することにより地盤

変状に追従するため、地盤変状事例ごとに継手がどの程度の範囲で大きく伸縮、

屈曲するか分析することで、地盤変状と耐震継手ダクタイル鉄管の挙動との関

係が明確になるものと期待できる。そこで、全ての地盤変状事例を対象に、軸

力、継手屈曲角、軸方向応力の最大値とそれらの項目が許容値を超える範囲と

の関係を確認して、地盤変状タイプの違いが管路挙動にどのような影響を及ぼ

すか分析した。なお、解析対象とした呼び径 400 NS 形は、1 つの継手が 60mm

以上伸縮すれば隣り合う継手が伸縮するため、管軸方向の管路挙動として、軸

力最大値と 60mm 以上伸縮した継手の範囲との関係も分析対象とした。また、

継手の対象範囲 LJは、管 1本あたりの長さ LP、継手数NJを用いて、以下の式(5-10)

より求めた。 

JPJ NLL                                   (5-10) 

 

（1）軸力 

図5-18に軸力最大値と継手が60mm以上伸縮する範囲との関係を示し、図5-19

に軸力最大値と軸力が許容値を超過する範囲との関係を示す。両図より、地盤

変状のタイプに関わらず両者の関係は概ね一致していることが確認できる。 

 

（2）継手屈曲角 

図 5-20 に、継手屈曲角最大値と継手屈曲角が許容値を超過する範囲との関係

を示す。図 5-20(a)より、ケースによって両者の関係が異なる結果となった。特 
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図 5-18 軸力最大値と継手が 60mm 以上伸縮する範囲との関係 
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図 5-20 継手屈曲角最大値と継手屈曲角が許容値を超過する範囲との関係 

(a) 全事例を対象とした場合 

(b) ケース Eとケース Fを対象とした場合 
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図 5-19 軸力最大値と軸力が許容値を超過する範囲との関係 
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に、図 5-20(b)に示す通りケース E とケース F は異なる傾向を示すことが明確で

ある。断層に起因し断層と管路との交差角が 45°で逆断層タイプであるケース E

では、継手屈曲角最大値が増加しても継手屈曲角が許容値を超える範囲は 12m

を超えないことが確認される。これは、ケース E では一部の継手のみが屈曲し

て地盤変状に追従していることを示しており、図 5-10(b)の結果と整合する。一

方で、盛土崩壊に起因するケース F では、継手屈曲角が許容値を超過した場合、

その範囲は 24m と大きく増加するものの最大値の増加量はわずかであった。 

 

（3）軸方向応力 

図 5-21 に、軸方向応力最大値と軸方向応力が許容値を超過する範囲との関係

を示す。継手屈曲角を分析対象とした場合と同様に、ケースによって両者の関

図 5-21 軸方向応力最大値と軸方向応力が許容値を超過する範囲との関係 

(a) 全事例を対象とした場合 

(b) ケース Dとケース Eを対象とした場合 
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係が異なる結果となった。特に、図 5-21(b)に示す通りケース D とケース E は異

なる傾向を示すことが明確である。断層に起因し断層と管路との交差角が 45°

で正断層タイプであるケース D では、軸方向応力最大値の増加に伴い軸方向応

力が許容値を超過する範囲が大きく増加する結果となった。一方で、ケース E

では、軸方向応力最大値が大きく増加しても、軸方向応力が許容値を超過する

範囲は大きくは増加しない結果となった。  

 

5-5 分析結果を活用した地盤変状対策の検討 

 

本章では主に大規模な地盤変状事例を対象に検討を進めたため、複数の事例

で軸力、継手屈曲角、軸方向応力が許容値を超えることとなった。今後は耐震

継手ダクタイル鉄管がこのような大規模な地盤変状を受けることも十分に考え

られるため、許容値を超えるケースに対して特別な地盤変状対策を検討するこ

とも、危機耐性の一環として非常に重要である。 

前節では、管路挙動分析項目である軸力、継手屈曲角、軸方向応力を対象に、

地盤変状事例ごとに分析項目の最大値と分析項目が許容値を超える範囲との関

係を分析した。そこで本節では、この関係を用いて分析項目が許容値を超えた

地盤変状事例を対象に、特別な地盤変状対策が必要な範囲に着目した検討方法

を提案し、方法の有効性を確認した。 

 

5-5-1 対策の概要 

 

（1）軸力 

軸力については、軸力最大値と軸力が許容値を超える範囲との関係は地盤変

状のタイプに関わらず一致することを前節で確認した。そこで、全ての地盤変

状事例を同一の分類として扱った上で、対策方法を検討することとした。 

最初に、図 5-22 に示す通り、軸力が許容値を超過する領域に存在する事例を

対象に、最小二乗法より 1 次近似直線を作成した。式(5-11)に、作成した 1 次近

似式を示す。 

                   0.157 188F MAXR F              (5-11) 

 

RF は軸力が許容値を超過する範囲、FMAX は軸力最大値である。 
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表 5-6 に、軸力最大値が許容値を超過した 10 ケースでの地盤変状対策範囲を

示す。ここで、地盤変状対策範囲は軸力が許容値を超えた範囲よりも大きく、

かつ管 1 本の長さ 6m の倍数であるものとした。ここで、図 5-23 にそれぞれの

タイプにおいて軸力最大値が最も大きいケース A3、C1、D1 における軸力分布

を示す。なお、図 5-23 中の 0m の管路位置は、液状化に起因する事例であるケ

ース A3 では 2 つの地盤変位計測地点の中間位置、断層に起因する事例であるケ

ース C1、D1 では断層位置とした。図 5-23 より、いずれのケースでも管路位置

0m 周辺で軸力最大値が発生しているため、地盤変状対策範囲が管路位置 0m を

中心に位置するものとした。 

 図 5-24 に、断層に起因し断層と管路との交差角が 45°で正断層タイプである

ケース D を対象とした地盤変状対策の一例を示す。対策案 A では地盤変状対策 
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表 5-6 軸力を対象としたケースごとの地盤変状対策範囲 

 

管路挙動分析項目との関係 

 

軸力最大値 許容値超過範囲 地盤変状対策範囲

（kN） （m） （m）

A1 1,636 69 72

A3 2,667 231 234

A14 1,219 3 6

C1 1,231 5 6

D1 3,599 377 378

D2 3,169 310 312

D3 2,346 180 180

D5 1,470 43 48

D6 1,535 53 54

D7 1,354 25 30

ケース名

図 5-22 軸力を対象とした許容値超過領域での両者の関係を示す近似式 

 

管路挙動分析項目との関係 

 

1 次近似式 
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範囲内で管 1 本の長さを 6m 以下として継手の数を増やすことで、複数継手での

地盤変位吸収量を増やすこととした。各ケースにおいて、対策範囲内の管長を

徐々に短くしていき、軸力最大値が許容値以下となるまで検討を進めた。 

一方で、対策案 B では地盤変状対策範囲内で通常の継手と比較して管軸方向 
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軸
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図 5-23 ケースごとの軸力発生分布 

6m 管 
断層（管路との交差角 45°） 

図 5-24 ケース Dを対象とした場合の地盤変状対策案の一例 

 

管路挙動分析項目との関係 

 

(d) 対策案 C （範囲内に継ぎ輪を 3m 間隔で配置した場合）  

 

管路挙動分析項目との関係 

 

(a) 対策前の配管   

 

管路挙動分析項目との関係 

 

地盤変状対策範囲 

(c) 対策案 B （範囲内に継ぎ輪を 18m 間隔で配置した場合）  

 

管路挙動分析項目との関係 

 

6m管 

地盤変状対策範囲 

継ぎ輪 

2m管 

(b) 対策案 A （対策範囲内を 2m 管で配管した場合）  

 

管路挙動分析項目との関係 

 

地盤変状対策範囲 
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の継手伸縮量が大きい継ぎ輪を一定間隔で配置することで、地盤変位吸収量を

増やすこととした。各ケースにおいて、対策範囲内の継ぎ輪の配置間隔を徐々

に短くしていき、軸力最大値が許容値以下となるまで検討を進めた。図 5-25に、

解析で用いる呼び径 400 NS 形の継ぎ輪構造を示す。図 5-26(a)に示す通り管軸

引張方向に地盤変位が生じるケースでは継ぎ輪の伸び代を大きく確保し、図

5-26(b)に示す通り管軸圧縮方向に地盤変位が生じるケースでは継ぎ輪の縮み代

を大きく確保した。なお、継ぎ輪内部では 2 つの挿し口が屈曲するため、図

5-26(c)に示す通り通常の継手と比較して小さな力で継手が屈曲できる角度が 2

倍確保できることも特徴である。 

さらに、対策案 A、B を実施しても軸力最大値が許容値以下とならない事例が

存在した場合に対応するため、対策案 C を提案した。対策案 C は、継ぎ輪を定

尺管 6m よりも短い間隔で配置することで、大きな地盤変状を吸収することを狙

いとした案である。 

 

（2）継手屈曲角 

継手屈曲角については、継手屈曲角最大値と継手屈曲角が許容値を超える範

図 5-26  継ぎ輪の継手ばね特性   

 

管路挙動分析項目との関係 

 

（a）管軸方向（伸び代大） 

 

管路挙動分析

項目との関係 

 

（c）回転方向  

 

管 路 挙
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係 

 

（b）管軸方向（縮み代大） 

 

管路挙動分析

項目との関係 
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図 5-25 NS 形 継ぎ輪の構造 

 

管路挙動分析項目との関係 
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囲との関係は地盤変状のタイプごとに異なることを前節で確認した。ここでは、

継手屈曲角最大値が許容値を超える事例が複数存在するケース C、ケース D、ケ

ース E、およびケース F を対象に、対策方法をタイプ別に検討することとした。 

表 5-7に、ケースごとに継手屈曲角が許容値を超過する範囲 RA を示す。表 5-7

に示す通り、RA は 12m、24m と管 1 本の長さ 6m の倍数であるため、ここでは

地盤変状対策範囲は継手屈曲角が許容値を超過する範囲と同一とした。表 5-8

に、検討対象とする各ケースでの地盤変状対策範囲を示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表 5-8 継手屈曲角を対象としたケースごとの地盤変状対策範囲 

 

管路挙動分析項目との関係 

 

継手屈曲角 地盤変状対策 継手屈曲角 地盤変状対策 継手屈曲角 地盤変状対策 継手屈曲角 地盤変状対策

最大値（°） 範囲（m） 最大値（°） 範囲（m） 最大値（°） 範囲（m） 最大値（°） 範囲（m）

C1 13.9 24 D3 6.6 12 E1 31.0 12 F1 6.8 24

C2 13.7 24 D5 7.9 12 E2 22.4 12 F2 6.8 24

C3 12.6 24 D6 8.1 12 E3 22.8 12 - - -

C4 13.9 24 D7 8.3 12 E4 20.4 12 - - -

C5 14.3 24 D13 8.9 12 E5 19.1 12 - - -

C6 14.9 24 D14 9.1 12 E6 19.1 12 - - -

C7 14.6 24 D15 9.4 12 E7 16.8 12 - - -

C8 15.0 24 D16 9.1 12 E8 16.6 12 - - -

C9 15.1 24 D19 8.1 12 E9 16.3 12 - - -

C10 14.8 24 D20 8.0 12 E10 15.4 12 - - -

C11 14.8 24 D21 7.8 12 E11 15.2 12 - - -

C12 14.6 24 D22 6.9 12 E12 14.9 12 - - -

C13 14.3 24 D23 6.4 12 E13 14.5 12 - - -

C14 14.6 24 - - - E14 13.0 12 - - -

C15 15.0 24 - - - E15 10.9 12 - - -

C16 14.4 24 - - - E16 10.7 12 - - -

C17 14.0 24 - - - E17 10.3 12 - - -

C18 13.4 24 - - - E18 8.6 12 - - -

C19 11.8 12 - - - E19 7.7 12 - - -

C20 11.7 12 - - - E20 7.2 12 - - -

C21 11.2 12 - - - E21 6.9 12 - - -

C22 9.7 12 - - - E22 6.5 12 - - -

C23 8.8 12 - - - E23 6.2 12 - - -

C24 8.3 12 - - - - - - - - -

C25 8.0 12 - - - - - - - - -

C26 7.5 12 - - - - - - - - -

C27 7.2 12 - - - - - - - - -

C28 6.8 12 - - - - - - - - -

C29 7.0 12 - - - - - - - - -

ケース名 ケース名 ケース名 ケース名

ケース名 ケースの概要 継手屈曲角が許容値を超過する範囲　R A（m）

24 (継手屈曲角最大値 A MAX  > 12)

12 (継手屈曲角最大値 A MAX  < 12)

ケースD 断層に起因　交差角45° 正断層タイプ 12

ケースE 断層に起因　交差角45° 逆断層タイプ 12

ケースF 盛土崩壊に起因　 24

ケースC 断層に起因　交差角90°

表 5-7 ケースごとの継手屈曲角が許容値を超過する範囲 
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ここで、図 5-27 にそれぞれのタイプにおいて継手屈曲角最大値が最も大きい

ケース C9、D15、E1、F1 における継手屈曲角の分布を示す。なお、図 5-27中の

0m の管路位置は断層に起因する事例であるケース E1 では断層位置、盛土崩壊

に起因する事例であるケース F1 では盛土崩壊区間の中間位置とした。図 5-27

より、ケース C9、D15、E1 においては管路位置 0m 周辺で継手屈曲角最大値が

発生しているため、ケース C、D、E を対象とする場合には地盤変状対策範囲が

管路位置 0m を中心に位置するものとした。一方で、ケース F1 においては盛土

崩壊区間と崩壊危険区間の境界部周辺で継手屈曲角最大値が発生しているため、

ケース F を対象とする場合には地盤変状対策範囲が盛土崩壊区間と崩壊危険区

間の境界部を中心にそれぞれ 12m ずつ位置するものとした。 

 

（3）軸方向応力 

軸方向応力についても、軸方向応力最大値と軸方向応力が許容値を超える範

囲との関係は地盤変状のタイプごとに異なることを前節で確認した。ここでは、

軸方向応力最大値が許容値を超える事例が複数存在し、軸方向応力最大値と軸

方向応力が許容値を超える範囲との関係が大きく異なるケース C、ケース D、ケ

ース E を対象に、対策方法をタイプ別に検討することとした。 

図 5-28 に示す通り、軸方向応力が許容値を超過する領域に存在する事例を対

象に、ケースごとに最小二乗法より 1 次近似直線を作成した。式(5-12)～(5-14)

に、作成したケース C、D、E それぞれの 1 次近似式を示す。なお、ケース C、

およびケース D では、データの分布状況を考慮して境界値を設け、領域ごとに

1 次近似式を設定した。両ケースの境界値は、それぞれの領域においてデータに

対する 1 次近似式の決定係数が最も高くなるように設定した。 

 

図 5-27 ケースごとの継手屈曲角発生分布 
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250360 .S.R MAXS     ( 517MAXS )      (5-12a) 

922040  MAXS S.R    ( 517MAXS )      (5-12b) 

190470 .S.R MAXS     ( 446MAXS )      (5-13a) 

2415670  MAXS S.R   ( 446MAXS )      (5-13b) 

2010  MAXS S.R                        (5-14) 

 

 RS は軸方向応力が許容値を超過する範囲、SMAX は軸方向応力最大値である。 

表 5-9に、検討対象とする各ケースでの地盤変状対策範囲を示す。 

ここで、図 5-29 にそれぞれのタイプにおいて軸方向応力最大値が最も大きい

ケース C1、D1、E1 における軸方向応力の分布を示す。図 5-29 より、いずれの

ケースでも断層位置である管路位置 0m 周辺で軸方向応力最大値が発生してい

るため、地盤変状対策範囲は管路位置 0m を中心に位置するものとした。 

 

5-5-2 対策の有効性確認結果 

 

（1）軸力 

図5-30に対策案A、Bそれぞれを用いて実施した地盤変状対策の結果を示す。

図 5-30(a)では、対策案 A を用いた場合の、無対策時の軸力最大値と軸力が許 

図 5-28 軸方向応力を対象とした許容値超過領域での 

両者の関係を示す近似式 

 

管路挙動分析項目との関係 
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容値以下となる場合での対策範囲内の管長との関係を示した。結果より、軸力

最大値を許容値以下とするためには、軸力最大値が大きい事例ほど管長を短く

する必要があることが確認される。これは、図 5-23 に示した通り、軸力は管路

全体で均一には作用せず山状に分布するためと考えられる。 

一方で、液状化に起因し管軸圧縮方向に大きな地盤変位が生じたケース A1、

および断層に起因し断層と管路との交差角が 90°となるケース C1 は、軸力最大

値が比較的小さいにも関わらず対策範囲内の管長が小さい結果となった。これ

より、軸力最大値と軸力が許容値を超える範囲との関係が一致するケース同士

でも、地盤変状対策という視点では同様の傾向とはならない場合があることが

確認される。 

図 5-30(b)では、対策案 B を用いた場合の、無対策時の軸力最大値と軸力が許 

軸方向応力最大値 許容値超過 地盤変状対策 軸方向応力最大値 許容値超過 地盤変状対策 軸方向応力最大値 許容値超過 地盤変状対策

最大値（N/mm
2
） 範囲（m） 範囲（m） 最大値（N/mm

2
） 範囲（m） 範囲（m） 最大値（N/mm

2
） 範囲（m） 範囲（m）

C1 564 23.1 24 D1 541 65.8 66 E1 1,035 12.3 18

C2 552 20.6 24 D2 506 45.8 48 E2 727 9.3 12

C3 520 14.0 18 D3 468 24.4 30 E3 745 9.4 12

C4 493 12.5 18 D4 413 10.3 12 E4 649 8.5 12

C5 463 11.5 12 D5 437 6.7 12 E5 601 8.0 12

C6 490 12.4 18 D6 404 9.9 12 E6 600 8.0 12

C7 457 11.3 12 D7 344 7.1 12 E7 509 7.1 12

C8 463 11.5 12 D8 354 7.5 12 E8 504 7.0 12

C9 468 11.6 12 D9 364 8.0 12 E9 492 6.9 12

C10 432 10.3 12 D10 341 6.9 12 E10 453 6.5 12

C11 429 10.3 12 - - - - E11 456 6.6 12

C12 418 9.9 12 - - - - E12 437 6.4 12

C13 397 9.1 12 - - - - E13 417 6.2 12

C14 406 9.4 12 - - - - E14 361 5.6 6

C15 411 9.6 12 - - - - E15 271 4.7 6

C16 392 8.9 12 - - - - - - - -

C17 376 8.3 12 - - - - - - - -

C18 333 6.8 12 - - - - - - - -

ケース名 ケース名 ケース名

表 5-9 軸方向応力を対象としたケースごとの地盤変状対策範囲 

 

管路挙動分析項目との関係 

 

図 5-29 ケースごとの軸方向応力発生分布 
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容値以下となる場合での対策範囲内の継ぎ輪の配置間隔との関係を示した。図

5-30(b)より、軸力最大値を許容値以下とするためには、軸力最大値が大きいほ

ど継ぎ輪の配置間隔を短くする必要があることが確認される。なお、ケース A14、

ケースC1は、軸力最大値が比較的小さいにも関わらず継ぎ輪の配置間隔が短い。

これは、両ケースでは、地盤変状対策範囲そのものが 6m と小さいためである。   

以上の結果より、両対策共に異なるタイプの地盤変状事例であっても同様の

地盤変状対策で得られる結果は概ね同様の傾向となるが、対策案 A を実施した

一部事例では地盤変状タイプの特性から他の事例と異なる傾向を示した。  

 

（2）継手屈曲角 

図 5-31に、対策案 B および対策案 C を用いて実施した地盤変状対策の結果を

示す。なお、軸力と同様に対策案 A を用いて対策を実施したが、継手屈曲角最 
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(b) 対策案 B 

図 5-30 軸力を対象とした地盤変状対策の有効性確認結果 
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大値の低減効果は小さかったため、ここでは対策案 B、C を用いた対策の結果の

みを示す。 

図 5-31より、ケース C、および断層に起因し断層と管路との交差角が 45°とな

り逆断層タイプであるケース E では、他のケースと比較して無対策時の継手屈

曲角最大値が大きいため、継ぎ輪の配置間隔が小さい結果となった。 

また、断層に起因し断層と管路との交差角が 45°となり正断層タイプである

ケース D では、無対策時の継手屈曲角最大値が 6～10°の範囲において、継ぎ輪

の間隔が 6m、または 3m 以下に分かれる結果となった。 

なお、検討対象としたケースのうち、ケース E1～E9 においては、対策案 C で

継ぎ輪間の配置間隔を 0.8ｍと最も短くした場合でも継手屈曲角最大値は許容値

6°以下とはならなかった。現在、開削工法での配管に使用される耐震継手ダク

タイル鉄管として GX 形ダクタイル鉄管が規格化されている。本研究で対象と

した呼び径 400 の場合、GX 形であれば許容値は 8°となり解析に用いた NS 形

と比較して継手屈曲性能は向上しているため、今後さらなる継手性能の向上に

より、より大規模な地盤変状に対しても耐震継手ダクタイル鉄管を用いた対策

により管路機能を維持できる可能性が高いと期待できる。また、断層近傍とい

った局所的に継手が非常に大きく屈曲することが想定される場合には、別ルー

トでの管路 2 重化といった対策を講じることも有効と考えられる。 

 

（3）軸方向応力 

図 5-32に、対策案 A を用いて実施した地盤変状対策の結果を示す。なお、軸

力と同様に対策案 B を用いて対策を実施したが、軸方向応力最大値の低減効果 

図 5-31 継手屈曲角を対象とした地盤変状対策（対策案 B・C）の 

有効性確認結果 
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は小さかったため、ここでは対策案 A を用いた対策の結果のみを示す。 

図 5-32より、ケース D の一部に例外が見られるものの、検討対象としたいず

れのケースでも、軸方向応力最大値を許容値以下とするためには、軸方向応力

最大値が大きい事例ほど管長を短くする必要があることが確認される。また、

ケース C、D と比較してケース E では軸方向応力最大値が同等であっても、軸

方向応力最大値を許容値以下とするためにより管長を短くする必要がある結果

となった。管長を短くすることで継手数が増え管体に発生する曲げ応力が低減

されるが、逆断層タイプを想定したケース E では他のケースと比較して軸方向

応力発生範囲が小さいことから、軸方向応力最大値を許容値以下とするために

より多くの継手が必要となるためと考えられる。 

 

5-6 5 章のまとめ 

 

本章では、大規模な地盤変状データが記録された地盤変状事例を対象に、地

盤変状発生地点に耐震継手ダクタイル鉄管が埋設されていたものと想定して、

地盤変状を受けた管路挙動を数値解析により予測した。それらの結果を分析す

ることで、従来は異なるタイプとして分類される地盤変状事例を同一の分類で

扱うことが可能か検討した。さらに、特別な地盤変状対策が必要な場合に、得

られた知見を活用した検討方法を提案し、その有効性を確認した。結果を以下

に述べる。 

 

 

図 5-32 軸方向応力を対象とした地盤変状対策（対策案 A）の 

有効性確認結果 
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1) 地盤変状を受けた管路挙動を数値解析により予測し、予測結果を分析するこ

とで従来は異なるタイプとして分類される地盤変状事例を同一の分類で扱

うことが可能か検討した結果、軸力に関しては地盤変状のタイプに関わらず

軸力最大値と軸力が許容値を超える範囲との関係は概ね一致するため、地盤

変状を同一の分類で扱うことが可能であることが示唆された。 

2) 継手屈曲角および軸方向応力に関しては、地盤変状のタイプによって両者の

関係性が異なる結果となった。この場合には、地盤変状を従来通りタイプ別

に扱うことが有効であると考えられる。 

3) 危機耐性に基づく管路の地盤変状対策の一環として、軸力が許容値を超過し

た事例を対象に、許容値超過範囲に基づき地盤変状対策を実施した結果、多

くの事例では地盤変状のタイプが異なる場合でも対策により得られる結果

は同様の傾向となるが、一部の事例では地盤変状タイプの特性から他の事例

とは異なる傾向を示した。 

4) 継手屈曲角および軸方向応力が許容値を超過した事例についても、地盤変状

のタイプ別に許容値超過範囲に基づき地盤変状対策を実施した。その結果、

地盤変状のタイプが異なる場合には、対策により得られる結果も異なる傾向

を示すことが確認された。 
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第 6章 結 論 

 

本研究では、最初に液状化、断層、盛土崩壊に起因する地盤変状を受けた管

路挙動解析方法の妥当性を確認した。次に、記録された地盤変状データを用い

て、地盤変状発生地点に耐震継手ダクタイル鉄管が埋設されていたものと想定

して、液状化、断層、盛土崩壊に起因する地盤変状を受けた管路挙動を数値解

析により予測し、予測結果を分析することで異なるタイプのとして分類される

地盤変状事例を同一の分類として扱うことが可能か検討した。 

分析では、主に大規模な地盤変状事例を対象としたため、複数の事例で軸力、

継手屈曲角、軸方向応力が許容値を超えることとなった。今までに耐震継手ダ

クタイル鉄管は液状化、断層、盛土崩壊に起因する地盤変状を受けて管体の破

断や漏水といった被害は報告されていないが、今後は耐震継手ダクタイル鉄管

がこのような大規模な地盤変状を受けることも十分に考えられる。そのため、

危機耐性の一環として許容値を超えるケースに対して特別な地盤変状対策が必

要な範囲に着目した検討方法を提案し、方法の有効性を確認した。 

 

6-1 研究成果 

  

本研究で得られた成果を、以下に列挙する。 

 

（1）液状化による地盤変状を受けた管路の挙動解析 

 

1) 1995 年兵庫県南部地震時に発生した液状化による非耐震のダクタイル鉄管の

被害状況を模擬して、管路挙動解析を実施した。解析対象とした区間のうち、

地震により継手の抜けが生じた範囲と生じなかった範囲を解析で再現できた

ことから、解析方法の妥当性を確認できた。 

2) 危機耐性に基づく管路の地盤変状対策の一環として、非耐震のダクタイル鉄

管が埋設されていた位置に耐震継手ダクタイル鉄管が埋設されていたと想

定し、液状化に起因する地盤変状を複数回与えて管路の挙動解析を実施した。

管路が複数回の地盤変状を受けても、耐震継手ダクタイル鉄管の性能を発揮

し、隣り合う継手を次々と巻き込むように管路が挙動することがわかった。

特に、地盤が管軸引張方向に変位する範囲と圧縮方向に変位する範囲が近接

する場合といった複雑な地盤変状下においても、その性能を十分に発揮する

ことを確認できた。 
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（2）断層による地盤変状を受けた管路の挙動解析 

 

1) 断層変位を受けた耐震継手ダクタイル鉄管の挙動確認実験結果を引用して、

管路挙動解析を実施した。実験で計測された継手屈曲角を解析で再現できた

ことから、解析方法の妥当性を確認できた。 

2) 危機耐性に基づく管路の地盤変状対策の一環として、断層が近接する位置に

管路が埋設されているものと想定し、断層変位に起因する地盤変状を複数回

与えて管路の挙動解析を実施した。今回の検討条件より、断層の走向や断層

変位量によっては 1 回の断層変位を受けた場合よりも管路に大きな負荷が作

用する可能性があるため、危機耐性に基づいた管路の地盤変状対策として、

複数回の地盤変状を受けた管路がどのように挙動するかあらかじめ把握して

おくことが重要であることが示唆される。 

 

（3）盛土崩壊による地盤変状を受けた管路の挙動解析 

 

1) 2004 年の台風 21 号による盛土崩壊に伴い耐震継手ダクタイル鉄管が露出し

た事例を模擬して管路挙動解析を実施した。盛土崩壊時には地盤の大変形が

進行するため、解析では一面せん断試験の結果を引用して地盤の剛性低下を

考慮した地盤ばね特性を設定した。解析の結果、盛土崩壊区間で地盤の剛性

低下を考慮することで管軸直交方向に大きな管路変位が生じ、計測値に近づ

く結果が得られた。 

2) 盛土崩壊区間の外側でも一定の区間で地盤の剛性低下を考慮すれば、管路変

位に関して解析値は計測値を比較的精度良く再現できることがわかった。そ

のため、盛土崩壊区間に加え，盛土崩壊区間の外側でも地盤の剛性低下を考

慮する必要があることが判明した。以上より、本研究で検討した盛土崩壊時

の地盤の剛性低下を考慮した管路挙動解析方法は妥当と判断した。 

 

（4）国内で発生した地盤変状が耐震継手ダクタイル鉄管に及ぼす影響分析 

 

1) 地盤変状を受けた管路挙動を数値解析により予測し、予測結果を分析するこ

とで従来は異なるタイプとして分類される地盤変状事例を同一の分類で扱

うことが可能か検討した結果、軸力に関しては地盤変状のタイプに関わらず

軸力最大値と軸力が許容値を超える範囲との関係は概ね一致するため、地盤

変状を同一の分類で扱うことが可能であることが示唆された。 
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2) 継手屈曲角および軸方向応力に関しては、地盤変状のタイプによって両者の

関係性が異なる結果となった。この場合には、地盤変状を従来通りタイプ別

に扱うことが有効であると考えられる。 

3) 危機耐性に基づく管路の地盤変状対策の一環として、軸力が許容値を超過し

た事例を対象に、許容値超過範囲に基づき地盤変状対策を実施した結果、多

くの事例では地盤変状のタイプが異なる場合でも対策により得られる結果

は同様の傾向となるが、一部の事例では地盤変状タイプの特性から他の事例

とは異なる傾向を示した。 

4) 継手屈曲角および軸方向応力が許容値を超過した事例についても、地盤変状

のタイプ別に許容値超過範囲に基づき地盤変状対策を実施した。その結果、

地盤変状のタイプが異なる場合には、対策により得られる結果も異なる傾向

を示すことが確認された。 

 

6-2 今後の課題 

 

 本研究の成果を踏まえ、今後の課題を 2 つ挙げる。 

 

1) 本研究の第 5 章では解析対象管路の呼び径を 400 として管路挙動解析を実施

したため、管路口径の違いによる地盤変状を受けた管路挙動については検討

できていない。特に呼び径 1000 といった大口径管となれば継手ばね特性や

地盤ばね特性が中小口径管と大きく異なるため、地盤変状を受けた管路挙動

に関して新たな知見が得られる可能性が高い。また、本研究で対象とした盛

土崩壊についても、口径の違いによる影響が生じるものと考えられる。今後

は、口径の違いも一つの論点として、地盤変状と管路挙動との関係を明らか

にすることが重要といえる。 

 

2) 本研究では一例として、地盤変状に対する管路の挙動範囲に着目した地盤変

状対策を提案したが、地盤変状発生位置や地盤変状規模を精度良く予測する

ことは現状の技術ではまだまだ難しいと言わざるを得ない。本研究で扱った

管路挙動解析技術のさらなる精度向上も必要であるが、地盤変状発生位置や

規模を予測、特定する技術の進展に伴い、本研究の成果をそれらの技術と組

み合わせることで、より効果的に管路の地盤変状対策に貢献できるものと期

待できる。 
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